
�の２ 高圧ガス保安法第３５条第１項の規定に基づく保安検査に

関すること（特定製造事業所に関するものを除く。）。

�の３ 高圧ガス保安法第３５条第１項第１号の規定に基づく高圧

ガス保安協会等の保安検査を受けた旨の届出の受理に関するこ

と（特定製造事業所に関するものを除く。）。

�の４ 高圧ガス保安法第３５条第３項の規定に基づく保安検査の

結果報告の受理に関すること（特定製造事業所に関するものを

除く。）。

�の５～�の７ 省略

� 高圧ガス保安法第３８条の規定に基づく許可の取消し及び停止

命令に関すること（特定製造事業所に関するものを除く。）。

� 省略

�の２ 高圧ガス保安法第３９条の規定に基づく緊急措置に関する

こと（特定製造事業所に関するものを除く。）。

�の３ 高圧ガス保安法第３９条の１１の規定に基づく検査記録の届

出の受理に関すること（特定製造事業所に関するものを除

く。）。

�の４～�の２０ 省略

�の２１ 高圧ガス保安法第６１条第１項の規定に基づく報告の徴収

に関すること（特定製造事業所に関するものを除く。）。

�の２２ 高圧ガス保安法第６２条第１項の規定に基づく立入検査等

に関すること（特定製造事業所に関するものを除く。）。

�の２３～�の２５ 省略

� 高圧ガス保安法第７４条第１項の規定に基づく公安委員会等へ

の通報に関すること（特定製造事業所に関するものを除

く。）。

�～� 省略

�の２ 電気工事業法第３４条第４項及び第５項の規定に基づく建

設業者に関する特例に係る届出及び通知の受理に関すること。

�～�１１７ 省略

３ 地方局長に委任する事務のうち、健康福祉環境部に関するも

のは、別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

	～
の２７ 省略


の２８ 社会福祉法第６９条の規定に基づく国及び県以外の者の第

二種社会福祉事業の開始、変更及び廃止の届出の受理に関する

こと（行う事業が２以上の地方局の所管区域にわたる者に係る

もの（児童福祉法第３４条の７の規定により行うことができる放

課後児童健全育成事業、身体障害者福祉法第２７条の規定により

行うことができる手話通訳事業、同法第２８条第３項の規定によ

り設置される身体障害者社会参加支援施設、老人福祉法第１５条

第５項の規定により設置される老人福祉センターその他社会福

祉法以外の法律の規定により行うことができる事業又は設置さ

れる施設に係るものを除く。）を除く。）。

�～� 省略


 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第

１５条第４項（同条第７項、第１５条の２第３項及び第１５条の３第

４項において準用する場合を含む。）及び第３５条第２項（同法

第５０条第２項において準用する場合を含む。）の規定に基づく

当該職員の証の交付に関すること。

�～� 省略

�の２ 高圧ガス保安法第３５条第１項の規定に基づく保安検査に

関すること 。

�の３ 高圧ガス保安法第３５条第１項第１号の規定に基づく高圧

ガス保安協会等の保安検査を受けた旨の届出の受理に関するこ

と 。

�の４ 高圧ガス保安法第３５条第３項の規定に基づく保安検査の

結果報告の受理に関すること

。

�の５～�の７ 省略

�の８ コンビナート等保安規則第３４条第２項の規定に基づく特

定施設の使用休止の届出の受理に関すること。

� 高圧ガス保安法第３８条の規定に基づく許可の取消し及び停止

命令に関すること 。

� 省略

�の２ 高圧ガス保安法第３９条の規定に基づく緊急措置に関する

こと 。

�の３ 高圧ガス保安法第３９条の１１の規定に基づく検査記録の届

出の受理に関すること

。

�の４～�の２０ 省略

�の２１ 高圧ガス保安法第６１条第１項の規定に基づく報告の徴収

に関すること 。

�の２２ 高圧ガス保安法第６２条第１項の規定に基づく立入検査等

に関すること 。

�の２３～�の２５ 省略

� 高圧ガス保安法第７４条第１項の規定に基づく公安委員会等へ

の通報に関すること

。

�～� 省略

�の２ 電気工事業法第３４条第４項及び５項 の規定に基づく建

設業者に関する特例に係る届出及び通知の受理に関すること。

�～�１１７ 省略

３ 地方局長に委任する事務のうち、健康福祉環境部に関するも

のは、別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

	～
の２７ 省略


の２８ 社会福祉法第６９条の規定に基づく国及び県以外の者の第

二種社会福祉事業の開始、変更及び廃止の届出の受理に関する

こと（行う事業が２以上の地方局の所管区域にわたる者に係る

もの（児童福祉法第３４条の７の規定により行うことができる放

課後児童健全育成事業、身体障害者福祉法第２７条の規定により

行うことができる手話通訳事業、同法第２８条３項 の規定によ

り設置される身体障害者社会参加支援施設、老人福祉法第１５条

第５項の規定により設置される老人福祉センターその他社会福

祉法以外の法律の規定により行うことができる事業又は設置さ

れる施設に係るものを除く。）を除く。）。

�～� 省略


 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第

１５条第４項（同条第７項及び第１５条の２第３項

において準用する場合を含む。）及び第３５条第２項（同法

第５０条第２項において準用する場合を含む。）の規定に基づく

当該職員の証の交付に関すること。

�～� 省略
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４ 地方局長に委任する事務のうち、産業経済部に関するものは、

別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～�の２８ 省略

�の２９ 産業活力再生特別措置法第３１条第１項及び第３２条第１項

の規定に基づく経営資源活用新事業計画の認定及び変更認定に

関すること。

�の３０ 産業活力再生特別措置法第３２条第２項の規定に基づく経

営資源活用新事業計画の認定の取消しに関すること。

�の３１ 産業活力再生特別措置法第７３条第４項の規定に基づく認

定経営資源活用新事業計画の実施状況の報告の徴収に関するこ

と。

�の３２～�の９ 省略

�の１０ 中小企業等協同組合法第４８条（同法第５５条第６項におい

て準用する場合を含む。）の規定に基づく総会又は総代会の招

集の承認に関すること （主たる事務所が地方局の所管区域内

に存する事業協同組合、事業協同小組合、協同組合連合会及び

企業組合に係るものに限る。）。

�の１１～� 省略

５ 地方局長に委任する事務のうち、建設部に関するものは、別に

定めるものを除くほか、次に掲げるものとする。

�～� 省略

� 道路法第２２条第１項、第２４条、第３２条第１項及び第３項（同

法第９１条第２項において準用する場合を含む。）、第３４条（同

法第９１条第２項において準用する場合を含む。）、第３５条（同

法第９１条第２項において準用する場合を含む。）、第３６条第１

項、第３８条、第４０条第２項（同法第９１条第２項において準用す

る場合を含む。）、第４３条の２、第４４条の２第１項及び第３項

から第５項まで、第４７条第３項、第４７条の２第１項、第２項及

び第５項、第４８条第２項及び第４項、第５８条第１項、第６６条第

１項、第６８条、第７１条第１項から第３項まで、第８７条第１項

（同法第９１条第２項において準用する場合を含む。）並びに第

９１条第１項の規定に基づく権限を行うこと。

�～�の４０ 省略

�の４１ 省エネルギー法第７５条第５項の規定に基づく定期報告の

受理に関すること。

�の４２ 省エネルギー法第７５条第６項の規定に基づく勧告に関す

ること。

�の４３ 省エネルギー法第７６条第３項の規定に基づく建築物調査

の結果報告の受理に関すること。

�の４４ 省略

�の４５ 省略

�の４６ 省略

�の４７ 建築士法施行細則第７条第２項の規定に基づく書換え交

付の申請（県外居住者に係るものを除く。）の受理に関するこ

と。

�の４８ 省略

�の４９ 省略

�の５０ 省略

�の５１ 省略

�の５２ 省略

�の５３ 省略

�の５４ 省略

�の５５ 省略

４ 地方局長に委任する事務のうち、産業経済部に関するものは、

別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～�の２８ 省略

�の２９ 産業活力再生特別措置法第２２条第１項及び第２３条第１項

の規定に基づく経営資源活用新事業計画の認定及び変更認定に

関すること。

�の３０ 産業活力再生特別措置法第２３条第２項の規定に基づく経

営資源活用新事業計画の認定の取消しに関すること。

�の３１ 産業活力再生特別措置法第３５条第３項の規定に基づく認

定経営資源活用新事業計画の実施状況の報告の徴収に関するこ

と。

�の３２～�の９ 省略

�の１０ 中小企業等協同組合法第４８条（同法第５５条第６項におい

て準用する場合を含む。）の規定に基づく総会又は総代会の招

集の承認に関すること。（主たる事務所が地方局の所管区域内

に存する事業協同組合、事業協同小組合、協同組合連合会及び

企業組合に係るものに限る。）

�の１１～� 省略

５ 地方局長に委任する事務のうち、建設部に関するものは、別に

定めるものを除くほか、次に掲げるものとする。

�～� 省略

� 道路法第２２条第１項、第２４条、第３２条第１項及び第３項（同

法第９１条第２項において準用する場合を含む。）、第３４条（同

法第９１条第２項において準用する場合を含む。）、第３５条（同

法第９１条第２項において準用する場合を含む。）、第３６条第１

項、第３８条、第４０条第２項（同法第９１条第２項において準用す

る場合を含む。）、第４３条の２、第４４条の２第１項及び第３項

から第５項まで、第４７条第３項

、第４８条第２項及び第４項、第５８条第１項、第６６条第

１項、第６８条、第７１条第１項から第３項まで、第８７条第１項

（同法第９１条第２項において準用する場合を含む。）並びに第

９１条第１項の規定に基づく権限を行うこと。

�～�の４０ 省略

�の４１ 省エネルギー法第７５条第４項の規定に基づく定期報告の

受理に関すること。

�の４２ 省エネルギー法第７５条第５項の規定に基づく勧告に関す

ること。

�の４３ 省略

�の４４ 省略

�の４５ 省略

�の４６ 省略

�の４７ 省略

�の４８ 省略

�の４９ 省略

�の５０ 省略

�の５１ 省略

�の５２ 省略

�の５３ 省略
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�の５６ 省略

�の５７ 省略

�の５８ 省略

�の５９ 省略

�の６０ 省略

�の６１ 省略

�～� 省略

６ 省略

（地方局長の専決事項）

第１４条 省略

２～４ 省略

５ 地方局長の専決処理すべき事項のうち、産業経済部に関する事

項は、次に掲げるとおりとする。

�～�の１６ 省略

�の１７ 農地法第８３条の２の規定に基づく原状回復命令等に関す

ること。

�の１８～�の１０ 省略

�の１１ 主要農作物種子法第４条及び第５条の規定に基づくほ場

審査及び生産物審査並びにほ場審査証明書及び生産物審査証明

書の交付に関すること（中予地方局に限る。）。

�の１２～� 省略

６～９ 省略

（支局長の専決事項）

第１５条 次項及び第３項に定めるもののほか、支局長の専決処理す

べき事項は、次に掲げるとおりとする。ただし、異例又は重要と

認められるものについては、あらかじめ地方局長の承認を受けな

ければならない。

� 支局長の出張（県外出張を除く。）に関すること。

� 支局長の休暇、育児休業等その他服務に関すること。

２ 支局長の専決すべき事項のうち、総務県民室に関する事項

は、次に掲げるとおりとする。

�・� 省略

	 愛媛県公有財産及び債権に関する事務取扱規則第２８条の２に

おいて準用する同規則第２２条の規定に基づく行政財産の貸付け

に関すること。


 愛媛県公有財産及び債権に関する事務取扱規則第２８条の２に

おいて準用する同規則第２３条の規定に基づく行政財産の貸付期

間の延長及び更新に関すること。

� 愛媛県公有財産及び債権に関する事務取扱規則第２８条の２に

おいて準用する同規則第２４条の規定に基づく行政財産の貸付け

に係る使用目的又は原形の変更承認に関すること。

� 省略

� 愛媛県公有財産及び債権に関する事務取扱規則第３０条におい

て準用する同規則第２４条の規定に基づく行政財産の使用許可に

係る使用目的又は原形の変更承認に関すること。


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

３ 省略

（土木事務所長等の専決事項）

第１６条 地方局土木事務所長の専決処理すべき事項は、次に掲げる

とおりとする。ただし、異例又は重要と認められるものについて

は、あらかじめ地方局長の承認を受けなければならない。

�の５４ 省略

�の５５ 省略

�の５６ 省略

�の５７ 省略

�の５８ 省略

�の５９ 省略

�～� 省略

６ 省略

（地方局長の専決事項）

第１４条 省略

２～４ 省略

５ 地方局長の専決処理すべき事項のうち、産業経済部に関する事

項は、次に掲げるとおりとする。

�～�の１６ 省略

�の１７ 農地法第８３条２ の規定に基づく原状回復命令等に関す

ること。

�の１８～�の１０ 省略

�の１１ 主要農作物種子法第４条及び第５条の規定に基づくほ場

審査及び生産物審査並びにほ場審査証明書及び生産物審査証明

書の交付に関すること（松山地方局に限る。）。

�の１２～� 省略

６～９ 省略

（支局長の専決事項）

第１５条 支局長の専決すべき事項のうち、総務県民室に関する事項

は、次に掲げるとおりとする。

�・� 省略

	 省略


 愛媛県公有財産及び債権に関する事務取扱規則第３０条におい

て準用する同規則第２４条の規定に基づく行政財産の

使用目的又は原形の変更承認に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略


 省略

２ 省略

（土木事務所長等の専決事項）

第１６条 地方局土木事務所長の専決処理すべき事項は、次に掲げる

とおりとする。ただし、異例又は重要と認められるものについて

は、あらかじめ地方局長の承認を受けなければならない。
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� 職員 の出張（所長の県外出張及び職員の海外出張を除

く。）に関すること。

� 職員 の休暇、育児休業等その他服務に関すること。

�の２～�の４３ 省略

�の４４ 省エネルギー法第７５条第５項の規定に基づく定期報告の

受理に関すること。

�の４５ 省エネルギー法第７５条第６項の規定に基づく勧告に関す

ること。

�の４６ 省エネルギー法第７６条第３項の規定に基づく建築物調査

の結果報告の受理に関すること。

�の４７ 省略

�の４８ 省略

�の４９ 省略

�の５０ 建築士法施行細則第７条第２項の規定に基づく書換え交

付の申請の受理に関すること（県外居住者に係るものを除

く。）。

�の５１ 省略

�の５２ 省略

�の５３ 省略

�の５４ 省略

�の５５ 省略

�の５６ 省略

�の５７ 省略

�の５８ 省略

�の５９ 省略

�の６０ 省略

�の６１ 省略

�の６２ 省略

�の６３ 省略

�の６４ 省略

�の６５ 省略

�の６６ 省略

�の６７ 省略

�の６８ 省略

�の６９ 省略

�の７０ 省略

�の７１ 省略

�の７２ 省略

�の７３ 省略

�の７４ 省略

�の７５ 省略

�の７６ 省略

�の７７ 省略

�の７８ 省略

�の７９ 省略

�の８０ 省略

�の８１ 省略

�の８２ 省略

�の８３ 省略

�の８４ 省略

�の８５ 省略

�の８６ 省略

�の８７ 省略

� 所属職員の出張（所長の県外出張 を除

く。）に関すること。

� 所属職員の休暇、育児休業等その他服務に関すること。

�の２～�の４３ 省略

�の４４ 省エネルギー法第７５条第４項の規定に基づく定期報告の

受理に関すること。

�の４５ 省エネルギー法第７５条第５項の規定に基づく勧告に関す

ること。

�の４６ 省略

�の４７ 省略

�の４８ 省略

�の４９ 省略

�の５０ 省略

�の５１ 省略

�の５２ 省略

�の５３ 省略

�の５４ 省略

�の５５ 省略

�の５６ 省略

�の５７ 省略

�の５８ 省略

�の５９ 省略

�の６０ 省略

�の６１ 省略

�の６２ 省略

�の６３ 省略

�の６４ 省略

�の６５ 省略

�の６６ 省略

�の６７ 省略

�の６８ 省略

�の６９ 省略

�の７０ 省略

�の７１ 省略

�の７２ 省略

�の７３ 省略

�の７４ 省略

�の７５ 省略

�の７６ 省略

�の７７ 省略

�の７８ 省略

�の７９ 省略

�の８０ 省略

�の８１ 省略

�の８２ 省略

�の８３ 省略

�の８４ 省略

�の８５ 省略
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�の８８ 省略

�の８９ 省略

�の９０ 省略

�～� 省略

２ 省略

３ ダム管理事務所長の専決処理すべき事項は、次に掲げるとおり

とする。ただし、異例又は重要と認められるものについては、あ

らかじめ所轄の地方局長の承認を受けなければならない。

� 職員 の出張（所長の県外出張及び職員の海外出張を除く。）

に関すること。

� 職員 の休暇、育児休業等その他服務に関すること。

�～� 省略

�の８６ 省略

�の８７ 省略

�の８８ 省略

�～� 省略

２ 省略

３ ダム管理事務所長の専決処理すべき事項は、次に掲げるとおり

とする。ただし、異例又は重要と認められるものについては、あ

らかじめ所轄の地方局長の承認を受けなければならない。

� 所属所員の出張（所長の県外出張 を除く。）

に関すること。

� 所属所員の休暇、育児休業等その他服務に関すること。

�～� 省略

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県訓令第１１号
各地方機関

愛媛県地方局事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２１年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県地方局事務決裁規程の一部を改正する訓令

愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この訓令は、別に定めるものを除き、愛媛県地方局におけ

る局長、支局長、土木事務所長、ダム管理事務所長及び出納室長

の権限に属する事務の決裁について必要な事項を定めるものとす

る。

（用語の意義）

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。

� 決裁 局長、支局長、土木事務所長、ダム管理事務所長若し

くは出納室長又は専決者若しくは代決者が事務の処理について

意思の決定を行うことをいう。

� 省略

� 代決 第５条第１項に規定する者が、局長、支局長、土木事

務所長、ダム管理事務所長若しくは出納室長又は専決者（以下

「決裁者」という。）が不在の場合において、一時、決裁者に

代わつて事務の処理について意思の決定を行うことをいう。

別表第１（第４条関係）

局長の権限に属する事務に係る一般共通決裁事項

（趣旨）

第１条 この訓令は、別に定めるものを除き、愛媛県地方局におけ

る局長 、土木事務所長、ダム管理事務所長及び出納室長

の権限に属する事務の決裁について必要な事項を定めるものとす

る。

（用語の意義）

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。

� 決裁 局長 、土木事務所長、ダム管理事務所長若し

くは出納室長又は専決者若しくは代決者が事務の処理について

意思の決定を行うことをいう。

� 省略

� 代決 第５条第１項に規定する者が、局長 、土木事

務所長、ダム管理事務所長若しくは出納室長又は専決者（以下

「決裁者」という。）が不在の場合において、一時、決裁者に

代わつて事務の処理について意思の決定を行うことをいう。

別表第１（第４条関係）

局長の権限に属する事務に係る一般共通決裁事項

事務の

種 類

事 項 決裁区分 事務の

種 類

事 項 決裁区分

局

長

専決者 局

長

専決者

部

長

課

長

部

長

課

長
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１～３ 省

略

１～３ 省

略

４ 人事管

理に関す

る事務

１ 職員及び管内の地方局に属する

機関の職員（以下「所属職員」と

いう。）の身分及び服務に関する

こと。

４ 人事管

理に関す

る事務

１ 所属職員

の身分及び服務に関する

こと。

� 出張、休暇、育児休業等、職

務専念義務の免除等（�及び�

に掲げるものを除く。）

� 出張、休暇、育児休業等、職

務専念義務の免除等（職員の海

外出張 を除く。）

ア 省略 ア 省略

イ 支局長、保健所長、家畜保

健衛生所長、土木事務所長及

びダム管理事務所長に係るも

の（県外出張に限る。）

○ イ 保健所長、家畜保

健衛生所長、土木事務所長及

びダム管理事務所長に係るも

の（県外出張に限る。）

○

ウ 支局長、課長、室長及び技

幹に係るもの

ウ 課長、室長及び技

幹に係るもの

�～� 省略 �～� 省略

エ・オ 省略 エ・オ 省略

� 出先機関及び地方局に属する

機関の職員の出張及び服務に係

ること（異例又は重要と認めら

れるものに限る。）。

○

� 所属職員の海外出張 ○ � 職員 の海外出張 ○

� 所属職員の昇任、昇格、昇給

及び勤勉手当の内申

○

� 臨時職員（第２２条）の任免及

び日々雇用職員（長期）の雇用

承認

○

� 省略 � 省略

� 非常勤職員の任免に関するこ

と。

ア 法令に基づくもの ○

イ ア以外のもの ○

２ 省略 ２ 省略

３ 管内職員の身分及び服務に関す

ること。

� 管内地方機関の職員の出張及

び服務に係ること（異例又は重

要と認められるものに限る。）。

○

� 管内職員の昇任、昇格、昇給

及び勤勉手当の内申

○

� 管内の臨時職員（第２２条）の

任免及び日々雇用職員（長期）

の雇用承認

○

� 管内の非常勤職員の任免に関

すること。

ア 法令に基づくもの ○
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イ ア以外のもの ○

３ 所属職員の扶養手当及び児童手

当の認定並びに単身赴任手当の決

定に関すること。

○ ４ 管内職員の扶養手当及び児童手

当の認定並びに単身赴任手当の決

定に関すること。

○

５ 所属職

員の人事

配置及び

事務の分

担に関す

る事務

１ 所属職員の人事配置に関するこ

と（技術職員に係るものを除

く。）。

○ ５ 職員

の人事

配置及び

事務の分

担に関す

る事務

１ 管内職員の人事配置に関するこ

と（技術職員に係るものを除

く。）。

○

２・３ 省略 ２・３ 省略

６～１１ 省

略

６～１１ 省

略

備考 １ 省略

２ この表４の部１の項�及び�イ並びに３の項の適用に

ついては、同表決裁区分の欄中「部長」とあるのは、

「総務企画部長」とする。

３ 総務県民室に属する事務に係る次に掲げるこの表の規

定の適用については、同表決裁区分の欄中「課長」とあ

るのは、「室長」とする。

� 省略

� ４の部１の項�オ及び�並びに２の項

�～� 省略

４ 福祉室、商工観光室、支局商工観光室、地域農業室、

産地育成室、企画検査室、支局地域農業室又は支局産地

育成室に属する事務に係る次に掲げるこの表の規定の適

用については、同表決裁区分の欄中「課長」とあるの

は、「室長」とする。

� 省略

� ４の部１の項�オ及び�並びに２の項

�～� 省略

� １１の部３の項

５ この表８の部の適用については、支局商工観光室に属

する事務に係る次に掲げるこの表の規定の適用について

は、同表決裁区分の欄中「課長」とあるのは「室長」と

し、支局地域農業室及び支局産地育成室に属する事務に

係る次に掲げるこの表の規定の適用については、同表決

裁区分の欄中「課長」とあるのは「支局地域農業室長」

とする。

�・� 省略

� ３の項�、�、�、�及び	


 ４の項�、�、�、�及び	

� 省略

６ 支局長の専決処理すべき事務に係るこの表１の部２の

項及び５の項並びに４の部１の項の規定の適用について

は、同表決裁区分の欄中「部長」とあるのは、「支局

長」とする。

別表第２（第４条関係）

局長の権限に属する総務企画部関係事務に係る特定決裁事項

備考 １ 省略

２ この表４の部３の項�及び
並びに４の項の適用に

ついては、同表決裁区分の欄中「部長」とあるのは、

「総務企画部長」とする。

３ 総務県民室に属する事務に係る次に掲げるこの表の規

定の適用については、同表決裁区分の欄中「課長」とあ

るのは、「室長」とする。

� 省略

� ４の部１の項�オ及び�並びに２の項

�～� 省略

４ 福祉室、商工観光室、支局商工観光室、地域農業室、

産地育成室、企画検査室、支局地域農業室又は支局産地

育成室に属する事務に係る次に掲げるこの表の規定の適

用については、同表決裁区分の欄中「課長」とあるの

は、「室長」とする。

� 省略

� ４の部１の項�オ及び�並びに２の項

�～� 省略

� １０の部３の項

５ この表８の部の適用については、支局商工観光室に属

する事務に係る次に掲げるこの表の規定の適用について

は、同表決裁区分の欄中「課長」とあるのは「室長」と

し、支局地域農業室及び支局産地育成室に属する事務に

係る次に掲げるこの表の規定の適用については、同表決

裁区分の欄中「課長」とあるのは「支局地域農業室長」

とする。

�・� 省略

� ３の項�、�、�、�及び�


 ４の項�、�、�、�及び�

� 省略

６ 支局長の専決処理すべき事務に係るこの表１の部２の

項及び５の項 の規定の適用について

は、同表決裁区分の欄中「部長」とあるのは、「支局

長」とする。

別表第２（第４条関係）

局長の権限に属する総務企画部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分 組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分

局

長

専決者 局

長

専決者

部

長

課

長

部

長

課

長
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総

務

県

民

課

１～５

省略

総

務

県

民

課

１～５

省略

６ 管

内の

公有

財産

の総

合管

理に

関す

る事

務

１ 愛媛県公有財産及び債権に関す

る事務取扱規則の施行に関するこ

と。

６ 管

内の

公有

財産

の総

合管

理に

関す

る事

務

１ 愛媛県公有財産及び債権に関す

る事務取扱規則の施行に関するこ

と。

� 省略 � 省略

� 行政財産の貸付け並びに貸付

期間の延長及び更新（規則第２２

条、第２３条、第２８条の２）

○

� 行政財産の貸付けに係る使用

目的又は原形の変更承認（規則

第２４条、第２８条の２、第３０条）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 行政財産の使用許可に係る使

用目的又は原形の変更承認（規

則第３０条）

○ � 行政財産の 使

用目的又は原形の変更承認（規

則第３０条）

○

２・３ 省略 ２・３ 省略

７～９

省略

７～９

省略

１０ 文

書管

理及

び公

印（出

納員

の印

を除

く。）

の管

理に

関す

る事

務

１～８ 省略 １０ 文

書管

理及

び公

印（出

納員

の印

を除

く。）

の管

理に

関す

る事

務

１～８ 省略

９ 保存文書の廃棄（文書管理規程

第６４条第１項、第６５条、第６６条第

３項）

○ ９ 保存文書の廃棄（文書管理規程

第６４条第１項、第６５条、第６６条第

２項）

○

１０ 省略 １０ 省略

１１～１８

省略

１１～１８

省略

１９ 不

当景

品類

及び

不当

表示

防止

法の

施行

に関

する

事務

１９ 不

当景

品類

及び

不当

表示

防止

法の

施行

に関

する

事務

１ 違反業者に対する禁止若しくは

再発防止のための必要事項又は公

示その他必要事項の指示（第７

条）

○

１ 省略 ２ 省略

２ 省略 ３ 省略

２０・２１

省略

２０・２１

省略
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２２ 消

費生

活用

製品

安全

法の

施行

に関

する

事務

１ 業務状況に関する報告の徴収

（第４０条第１項、第５５条、消費生

活用製品安全法施行令（以下この

部において「政令」という。）第

１４条第１項）

○

２ 立入検査（第４１条第１項、第５５

条、政令第１４条第１項）

○

３ 消費生活用製品の提出命令（第

４２条第１項、第５５条、政令第１４条

第１項）

○

２３ 省

略

２２ 省

略

２４ 省

略

２３ 省

略

２５ 省

略

２４ 省

略

２６ 省

略

２５ 省

略

２７ 省

略

２６ 省

略

２８ 省

略

２７ 省

略

２９ 省

略

２８ 省

略

３０ 省

略

２９ 省

略

３１ 省

略

３０ 省

略

３２ 省

略

３１ 省

略

３３ 省

略

３２ 省

略

３４ 省

略

３３ 省

略

３５ 省

略

３４ 省

略

３６ 省

略

３５ 省

略

３７ 省

略

３６ 省

略

３８ 省

略

３７ 省

略

３９ 省

略

３８ 省

略

４０ 高

圧ガ

ス保

安法

の施

行に

関す

１ 高圧ガスの製造、貯蔵、販売及

び消費等の規制に関すること。

３９ 高

圧ガ

ス保

安法

の施

行に

関す

１ 高圧ガスの製造、貯蔵、販売及

び消費等の規制に関すること。

�～� 省略 �～� 省略

� 完成検査（第２０条第１項本

文、第３項、一般高圧ガス保安

規則（以下この部において「一

般則」という。）第３１条第２

○ � 完成検査（第２０条第１項本

文、第３項、一般高圧ガス保安

規則（以下この部において「一

般則」という。）第３１条第２

○
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る事

務

項、液化石油ガス保安規則（以

下この部において「液石則」と

いう。）第３２条第２項

、冷凍保安

規則（以下この部において「冷

凍則」という。）第２１条第２

項）

る事

務

項、液化石油ガス保安規則（以

下この部において「液石則」と

いう。）第３２条第２項、コンビ

ナート等保安規則（以下この部

において「コンビ則」とい

う。）第１５条第２項、冷凍保安

規則（以下この部において「冷

凍則」という。）第２１条第２

項）

�～� 省略 �～� 省略

２ 保安に関すること。 ２ 保安に関すること。

�～� 省略 �～� 省略

� 保安検査（第３５条第１項、一

般則第７９条第４項、液石則第７７

条第４項

、冷凍則第４０条第４項）

○ � 保安検査（第３５条第１項、一

般則第７９条第４項、液石則第７７

条第４項、コンビ則第３４条第４

項、冷凍則第４０条第４項）

○

� 特定施設の使用休止の届出の

受理（一般則第７９条第２項、液

石則第７７条第２項

）

○ � 特定施設の使用休止の届出の

受理（一般則第７９条第２項、液

石則第７７条第２項、コンビ則第

３４条第２項）

○

�～� 省略 �～� 省略

３～５ 省略 ３～５ 省略

４１ 省

略

４０ 省

略

４２ 省

略

４１ 省

略

４３ 電

気工

事業

の業

務の

適正

化に

関す

る法

律の

施行

に関

する

事務

１～６ 省略 ４２ 電

気工

事業

の業

務の

適正

化に

関す

る法

律の

施行

に関

する

事務

１～６ 省略

７ 承継等の届出の受理（第９条か

ら第１１条まで）

○ ７ 承継等の届出の受理（第９条か

ら１１条 まで）

○

８～１７ 省略 ８～１７ 省略

備考 １ 総務県民室においては、この表３の部１の項、３の項

及び４の項、４の部、６の部２の項�から�まで及び３

の項、７の部１の項	及び３の項、１０の部２の項、４の

項から６の項まで及び８の項から１０の項まで、１３の部１

の項、２９の部１の項	、３０の部１の項	、３２の部１の

項、３４の部、３５の部２の項並びに３７の部２の項に掲げる

事務については、同表組織名の欄中「総務県民課」とあ

るのは「総務県民室」とし、同表決裁区分の欄中「課

長」とあるのは「室長」として、同表の規定を適用す

る。

備考 １ 総務県民室においては、この表３の部１の項、３の項

及び４の項、４の部、６の部２の項�から�まで及び３

の項、７の部１の項	及び３の項、１０の部２の項、４の

項から６の項まで及び８の項から１０の項まで、１３の部１

の項、２８の部１の項	、２９の部１の項	、３１の部１の

項、３３の部、３４の部２の項並びに３６の部２の項に掲げる

事務については、同表組織名の欄中「総務県民課」とあ

るのは「総務県民室」とし、同表決裁区分の欄中「課

長」とあるのは「室長」として、同表の規定を適用す

る。
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２ 総務県民室においては、この表６の部１の項及び２の

項�、７の部１の項�並びに３５の部３の項に掲げる事務

については、同表組織名の欄中「総務県民課」とあるの

は「総務県民室」とし、同表決裁区分の欄中「局長」及

び「部長」とあるのは「支局長」として、同表の規定を

適用する。

２ 総務県民室においては、この表６の部１の項及び２の

項�、７の部１の項�並びに３４の部３の項に掲げる事務

については、同表組織名の欄中「総務県民課」とあるの

は「総務県民室」とし、同表決裁区分の欄中「局長」及

び「部長」とあるのは「支局長」として、同表の規定を

適用する。

組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分 組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分

局

長

専決者 局

長

専決者

部

長

課

長

部

長

課

長

地

域

政

策

課

１～４

省略

地

域

政

策

課

１～４

省略

５

土地

開発

公社

（市

町分）

及び

地方

公営

企業

に関

する

事務

５ 広

域行

政圏、

土地

開発

公社

（市

町分）

及び

地方

公営

企業

に関

する

事務

１ 広域行政圏計画に関すること。 ○

１ 省略 ２ 省略

２ 省略 ３ 省略

６～１０

省略

６～１０

省略

備考 省略

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

備考 省略

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分 組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分

局

長

専決者 局

長

専決者

部

長

課

長

部

長

課

長

健

康

増

進

課

１～４

省略

健

康

増

進

課

１～４

省略

５ 感

染症

の予

防及

び感

染症

の患

者に

対す

る医

療に

関す

１ 当該職員の証の交付（第１５条第

４項、第７項、第１５条の２第３

項、第１５条の３第４項、第３５条第

２項、第５０条第２項）

○ ５ 感

染症

の予

防及

び感

染症

の患

者に

対す

る医

療に

関す

１ 当該職員の証の交付（第１５条第

４項、第７項、第１５条の２第３

項 、第３５条第

２項、第５０条第２項）

○
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る法

律の

施行

に関

する

事務

る法

律の

施行

に関

する

事務

６ 省

略

６ 省

略

組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分 組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分

局

長

専決者 局

長

専決者

部

長

課

長

部

長

課

長

環

境

保

全

課

１～１４

省略

環

境

保

全

課

１～１４

省略

１５ ゴ

ルフ

場に

おけ

る農

薬使

用の

適正

化に

関

する

事務

１ 省略 １５ ゴ

ルフ

場に

おけ

る農

薬使

用の

適正

化に

に関

する

事務

１ 省略

１６ 省

略

１６ 省

略

別表第４（第４条関係）

局長の権限に属する産業経済部関係事務に係る特定決裁事項

別表第４（第４条関係）

局長の権限に属する産業経済部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分 組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分

局

長

専決者 局

長

専決者

部

長

課

長

部

長

課

長

商

工

観

光

室

１～１４

省略

商

工

観

光

室

１～１４

省略

１５ 産

業活

力再

生特

別措

置法

の施

行に

関す

る事

務

１ 経営資源活用新事業計画の認定

及び変更認定（第３１条第１項、第

３２条第１項）

○ １５ 産

業活

力再

生特

別措

置法

の施

行に

関す

る事

務

１ 経営資源活用新事業計画の認定

及び変更認定（第２２条第１項、第

２３条第１項）

○

２ 経営資源活用新事業計画の認定

の取消し（第３２条第２項）

○ ２ 経営資源活用新事業計画の認定

の取消し（第２３条第２項）

○

３ 認定経営資源活用新事業計画の

実施状況の報告の徴収（第７３条第

４項）

○ ３ 認定経営資源活用新事業計画の

実施状況の報告の徴収（第３５条第

３項）

○

１６・１７

省略

１６・１７

省略
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備考 省略 備考 省略

組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分 組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分

局

長

専決者 局

長

専決者

部

長

課

長

部

長

課

長

農

村

整

備

課

１ 省

略

農

村

整

備

課

１ 省

略

２ 土

地改

良事

業に

関す

る事

業

１～５ 省略 ２ 土

地改

良事

業に

関す

る事

業

１～５ 省略

６ １件の設計金額が１億円未満の

県営農業土木工事の調査、測量及

び設計の委託に関すること。

６ １件の設計金額が１億円未満の

県営農業土木工事の調査、測量及

び設計の委託に関すること。

� 省略 � 省略

� １件の設計金額が１，０００万円

以上３，０００万円未満のもの

○ � １件の設計金額が３００万円

以上３，０００万円未満のもの

○

� １件の設計金額が１，０００万円

未満のもの

○ � １件の設計金額が３００万円

未満のもの

○

７～１２ 省略 ７～１２ 省略

３～８

省略

３～８

省略

備考 省略 備考 省略

組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分 組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分

局

長

専決者 局

長

専決者

部

長

課

長

部

長

課

長

森

林

林

業

課

１～３

省略

森

林

林

業

課

１～３

省略

４ 治

山・

林道

事業

に関

する

事務

１～４ 省略 ４ 治

山・

林道

事業

に関

する

事務

１～４ 省略

５ １件の設計金額が１億円未満の

県営の治山工事及び林道工事の調

査、測量及び設計の委託に関する

こと。

５ １件の設計金額が１億円未満の

県営の治山工事及び林道工事の調

査、測量及び設計の委託に関する

こと。

� 省略 � 省略

� １件の設計金額が１，０００万円

以上３，０００万円未満のもの

○ � １件の設計金額が３００万円

以上３，０００万円未満のもの

○

� １件の設計金額が１，０００万円

未満のもの

○ � １件の設計金額が３００万円

未満のもの

○

６～８ 省略 ６～８ 省略

５～１９

省略

５～１９

省略

備考 省略

別表第５（第４条関係）

局長の権限に属する建設部関係事務に係る特定決裁事項

備考 省略

別表第５（第４条関係）

局長の権限に属する建設部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分 組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分

局

長

専決者 局

長

専決者

部

長

課

長

部

長

課

長

管 １～５ 管 １～５
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理

課

省略 理

課

省略

６ 道

路法

の施

行に

関す

る事

務

１～１２ 省略 ６ 道

路法

の施

行に

関す

る事

務

１～１２ 省略

１３ 特殊な車両の通行許可（第４７条

の２第１項、第２項、第５項）

○

１４ 省略 １３ 省略

１５ 省略 １４ 省略

１６ 省略 １５ 省略

１７ 省略 １６ 省略

１８ 省略 １７ 省略

１９ 省略 １８ 省略

２０ 省略 １９ 省略

２１ 省略 ２０ 省略

２２ 省略 ２１ 省略

２３ 省略 ２２ 省略

２４ 省略 ２３ 省略

２５ 省略 ２４ 省略

７～３５

省略

７～３５

省略

組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分 組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分

局

長

専決者 局

長

専決者

部

長

課

長

部

長

課

長

建

築

指

導

課

１～７

省略

建

築

指

導

課

１～７

省略

８ エ

ネル

ギー

の使

用の

合理

化に

関す

る法

律の

施行

に関

する

事務

１ 省略 ８ エ

ネル

ギー

の使

用の

合理

化に

関す

る法

律の

施行

に関

する

事務

１ 省略

２ 特定建築物に関すること。 ２ 特定建築物に関すること。

�・� 省略 �・� 省略

� 定期報告の受理（第７５条第５

項）

○ � 定期報告の受理（第７５条第４

項）

○

� 勧告（第７５条第６項） ○ � 勧告（第７５条第５項） ○

� 建築物調査の結果報告の受理

（第７６条第３項）

○

３ 省略 ３ 省略

９ 建

築士

法の

施行

に関

する

事務

１ 二級建築士又は木造建築士の免

許に関すること。

９ 建

築士

法の

施行

に関

する

事務

１ 二級建築士又は木造建築士の免

許に関すること。

�・� 省略 �・� 省略

� 免許証書換え交付の申請の受

理（細則第７条第２項）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

愛 媛 県 報平成２１年４月１日 第２０５２号外３

７９



� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

２・３ 省略 ２・３ 省略

１０～１４

省略

１０～１４

省略

別表第７（第４条関係）

土木事務所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

別表第７（第４条関係）

土木事務所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁

区分

組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁

区分

所

長

専

決

者

所

長

専

決

者

課

長

課

長

用

地

管

理

課

１～４４

省略

用

地

管

理

課

１～４４

省略

４５ エ

ネル

ギー

の使

用の

合理

化に

関す

る法

律の

施行

に関

する

事務

１ 省略 ４５ エ

ネル

ギー

の使

用の

合理

化に

関す

る法

律の

施行

に関

する

事務

１ 省略

２ 特定建築物に関すること。 ２ 特定建築物に関すること。

�・� 省略 �・� 省略

� 定期報告の受理（第７５条第５項） ○ � 定期報告の受理（第７５条第４項） ○

� 勧告（第７５条第６項） ○ � 勧告（第７５条第５項） ○

� 建築物調査の結果報告の受理（第

７６条第３項）

○

３ 省略 ３ 省略

４６ 建

築士

法の

施行

に関

する

事務

１ 二級建築士又は木造建築士の免許に

関すること。

４６ 建

築士

法の

施行

に関

する

事務

１ 二級建築士又は木造建築士の免許に

関すること。

�・� 省略 �・� 省略

� 免許証書換え交付の申請の受理

（細則第７条第２項）

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

２・３ 省略 ２・３ 省略

４７～４９

省略

４７～４９

省略

備考 省略 備考 省略

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。
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�愛媛県訓令第１２号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

組織改正に伴う関係訓令の整理に関する訓令を次のように定める。

平成２１年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

組織改正に伴う関係訓令の整理に関する訓令

（愛媛県保健所処務規程の一部改正）

第１条 愛媛県保健所処務規程（昭和２６年愛媛県訓令第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（分掌事務）

第２条 保健所（四国中央保健所を除く。）の各課室の分掌事務

は、次のとおりとする。

企画課 省略

検査室（西条保健所及び宇和島保健所に限る。） 省略

健康増進課

�～� 省略

� ハンセン病問題の解決の促進に関する法律（平成２０年法律第

８２号）に関すること。

生活衛生課 省略

環境保全課 省略

２ 四国中央保健所の各課の分掌事務は、次のとおりとする。

企画課 省略

保健課

�～� 省略

� ハンセン病問題の解決の促進に関する法律に関すること。

衛生環境課 省略

別表（第４条、第６条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

（分掌事務）

第２条 保健所（四国中央保健所を除く。）の各課室の分掌事務

は、次のとおりとする。

企画課 省略

検査室（西条保健所及び宇和島保健所に限る。） 省略

健康増進課

�～� 省略

� ら
�

い
�

予防法の廃止に関する法律

に関すること。

生活衛生課 省略

環境保全課 省略

２ 四国中央保健所の各課の分掌事務は、次のとおりとする。

企画課 省略

保健課

�～� 省略

� ら
�

い
�

予防法の廃止に関する法律 に関すること。

衛生環境課 省略

別表（第４条、第６条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の種類 事 項

決裁区分 組

織

名

事務の種類 事 項

決裁区分

所

長

課

長

所

長

課

長

企

画

課

１～４ 省

略

企

画

課

１～４ 省

略

５ 医療法

（昭和２３

年法律第

２０５号）の

施行に関

する事務

１ 省略 ５ 医療法

（昭和２３

年法律第

２０５号）の

施行に関

する事務

１ 省略

２ 医療に関する情報に関すること。

� 報告の受理（第６条の３第１

項）

○

� 変更の報告の受理（第６条の

３第２項）

○

� 報告内容の確認に係る情報提

供の要求（第６条の３第４項）

○

� 報告事項の公表（第６条の３

第５項）

○

� 報告の命令等（第６条の３第

６項）

○

３ 省略 ２ 省略

４ 省略 ３ 省略
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５ 省略 ４ 省略

６ 省略 ５ 省略

６～２０ 省

略

６～２０ 省

略

組

織

名

事務の種類 事 項

決裁区分 組

織

名

事務の種類 事 項

決裁区分

所

長

課

長

所

長

課

長

健

康

増

進

課

１～３ 省

略

健

康

増

進

課

１～３ 省

略

４ ハンセ

ン病問題

の解決の

促進に関

する法律

（平成２０

年法律第

８２号）の

施行に関

する事務

１ 入所者の親族の援護（第１９条第

１項）

○ ４ ら
�

い
�

予

防法の廃

止に関す

る法律

（平成８

年法律第

２８号）の

施行に関

する事務

１ 入所患者の親族の援護（第６条

第１項）

○

２ 費用の徴収（第２１条第１項） ○ ２ 費用の徴収（第８条第１項） ○

５ 感染症

の予防及

び感染症

の患者に

対する医

療に関す

る法律

（平成１０

年法律第

１１４号）の

施行に関

する事務

１ 感染症に関する情報の収集及び

公表に関すること。

５ 感染症

の予防及

び感染症

の患者に

対する医

療に関す

る法律

（平成１０

年法律第

１１４号）の

施行に関

する事務

１ 感染症に関する情報の収集及び

公表に関すること。

�～� 省略 �～� 省略

� 質問及び調査の実施（第１５条

第１項、第１５条の２第１項、第

１５条の３第２項）

○ � 質問及び調査の実施（第１５条

第１項、第１５条の２第１項

）

○

� 検疫所長からの通知を受けた

場合の報告の徴収及び質問（第

１５条の３第１項）

○

２～５ 省略 ２～５ 省略

６ 消毒その他の措置に関すること。 ６ 消毒その他の措置に関すること。

� 省略 � 省略

� 駆除の命令等（第２８条、第４４

条の４第１項、第５０条第１項）

○ � 駆除の命令等（第２８条

、第５０条第１項）

○

�～� 省略 �～� 省略

� 給水制限の命令等（第３１条、

第４４条の４第１項、第５０条第１

項）

○ � 給水制限の命令等（第３１条

、第５０条第１

項）

○

� 立入調査（第３５条第１項、第

４４条の４第１項、第５０条第１項）

○ � 立入調査（第３５条第１項

、第５０条第１項）

○

	 措置を実施する旨の通知等

（第３６条第１項、第４４条の４第

１項、第５０条第１項）

○ 	 措置を実施する旨の通知等

（第３６条第１項

、第５０条第１項）

○


 建物への立入制限等の措置の

実施に係る掲示（第３６条第３項、

第４４条の４第１項、第５０条第４

項）

○ 
 建物への立入制限等の措置の

実施に係る掲示（第３６条第３項

、第５０条第４

項）

○

７ 省略 ７ 省略
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８ 新型インフルエンザ等感染症に

関すること。

� 感染症にかかつていると疑う

に足りる正当な理由のある者に

対する報告の徴収（第４４条の３

第１項）

○

� 報告を求めた者に対する協力

の要請（第４４条の３第２項）

○

� 食事の提供等（第４４条の３第

４項）

○

� 費用の徴収（第４４条の３第５

項）

○

９ 新感染症に関すること。 ８ 新感染症に関すること。

�～� 省略 �～� 省略

� 感染症にかかつていると疑う

に足りる正当な理由のある者に

対する報告の徴収（第５０条の２

第１項）

○

� 報告を求めた者に対する協力

の要請（第５０条の２第２項）

○

� 食事の提供等（第４４条の３第

４項、第５０条の２第４項）

○

	 費用の徴収（第４４条の３第５

項、第５０条の２第４項）

○

１０ 省略 ９ 省略

６・７ 省

略

６・７ 省

略

備考 省略 備考 省略

（愛媛県消費生活センター処務規程の一部改正）

第２条 愛媛県消費生活センター処務規程（昭和４７年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（係の分掌事務）

第２条 センターの分掌事務は、次のとおりとする。

消費者啓発係

�～� 省略

相談・指導係

�・� 省略

（職務）

第３条 参事 は、知事の命を受け、特に重要な事務を処理する。

２ 省略

３ 副参事は、所長の命を受け、重要な事務を処理する。

４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

８ 省略

（専決事項）

（係の分掌事務）

第２条 センターの分掌事務は、次のとおりとする。

普及啓発係

�～� 省略

相談・テスト係

�・� 省略

（職務）

第３条 副参事は、知事の命を受け、 重要な事務を処理する。

２ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

（専決事項）
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第４条 所長は、次に掲げる事項を専決することができる。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 財産の管理に関すること（愛媛県公有財産及び債権に関する

事務取扱規則（昭和３９年愛媛県規則第４９号）第２８条の２におい

て準用する第２２条から第２７条まで及び第３４条（用途指定の貸付

けに係る部分に限る。）、第２９条並びに第３０条において準用す

る第２４条に規定する知事の権限に関する事項を除く。）。

� 省略

第４条 所長は、次に掲げる事項を専決することができる。ただ

し、異例又は重要と認められるものについては、あらかじめ知事

の承認を受けなければならない。

�～� 省略

� 財産の管理に関すること（愛媛県公有財産及び債権に関する

事務取扱規則（昭和３９年愛媛県規則第４９号）第２９条及び第３０条

に規定する知事の権限に関する事項を除く。）。

� 省略

（愛媛県農林水産研究所処務規程の一部改正）

第３条 愛媛県農林水産研究所処務規程（昭和５０年愛媛県訓令第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（分掌事務）

第２条 研究所の部、センター及び所並びに課及び室の分掌事務

は、次のとおりとする。

総務課 省略

企画環境部 省略

農業研究部 省略

果樹研究センター 省略

畜産研究センター 省略

林業研究センター 省略

水産研究センター 省略

総務室 省略

普及情報室 省略

環境資源室 省略

養殖推進室 省略

魚類検査室 省略

栽培資源研究所

浅海調査室 省略

増殖技術室 省略

（専決事項）

第４条 省略

２ 部長及びセンター長 は、次に掲げる事務を

専決することができる。ただし、異例又は重要と認められるもの

については、あらかじめ所長の承認を受けなければならない。

� 部又はセンター の業務に関し研究所長名又は研究所名で

文書を施行すること。

�～� 省略

（分掌事務）

第２条 研究所の部、センター及び所並びに課及び室の分掌事務

は、次のとおりとする。

総務課 省略

企画環境部 省略

農業研究部 省略

果樹研究センター 省略

畜産研究センター 省略

林業研究センター 省略

水産研究センター 省略

総務室 省略

普及情報室 省略

環境資源室 省略

養殖推進室 省略

魚類検査室 省略

栽培資源研究所

総務室

� 公印の管理に関すること。

� 文書の取扱いに関すること。

� 職員の人事、給与及び服務に関すること。

� 予算、決算その他会計事務に関すること。

	 生産物の処理に関すること。


 土地、建物、工作物、機械等の維持管理に関すること。

� 臨時労務の管理に関すること。

� 研究所内の取締りに関すること。

� その他他の主管に属しないこと。

浅海調査室 省略

増殖技術室 省略

（専決事項）

第４条 省略

２ 部長、センター長及び栽培資源研究所長は、次に掲げる事務を

専決することができる。ただし、異例又は重要と認められるもの

については、あらかじめ所長の承認を受けなければならない。

� 部、センター又は所の業務に関し研究所長名又は研究所名で

文書を施行すること。

�～� 省略
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３ みかん研究所長、養鶏研究所長及び栽培資源研究所長は、次に

掲げる事務を専決することができる。

�～� 省略

（代決事項）

第５条 省略

２ 省略

３ 部長、センター長、みかん研究所長、養鶏研究所長又は栽培資

源研究所長が不在のときは、あらかじめ部長、センター長、みか

ん研究所長、養鶏研究所長又は栽培資源研究所長が指定した職員

がその事務を代決する。

４ 省略

３ みかん研究所長及び養鶏研究所長 は、次に

掲げる事務を専決することができる。

�～� 省略

（代決事項）

第５条 省略

２ 省略

３ 部長、センター長 又は栽培資

源研究所長が不在のときは、あらかじめ部長、センター長

又は栽培資源研究所長が指定した職員

がその事務を代決する。

４ 省略

（愛媛県県民総合相談プラザ及び県民相談プラザ規程の一部改正）

第４条 愛媛県県民総合相談プラザ及び県民相談プラザ規程（平成３年愛媛県訓令第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（県民総合相談プラザの組織）

第３条 県民総合相談プラザは、次に掲げる職員をもって組織す

る。

� 省略

� 企画情報部秘書広報局広報広聴課広聴・相談係に属する職員

及び同課に兼務を命ぜられた職員のうちから知事が指名する者

２ 省略

（県民総合相談プラザの組織）

第３条 県民総合相談プラザは、次に掲げる職員をもって組織す

る。

� 省略

� 企画情報部秘書広報局広報広聴課県民相談係 に属する職員

及び同課に兼務を命ぜられた職員のうちから知事が指名する者

２ 省略

（愛媛県農業総合対策推進班規程の一部改正）

第５条 愛媛県農業総合対策推進班規程（平成６年愛媛県訓令第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第３条関係） 別表（第３条関係）

１～１５ 省略

１６ 農林水産部農業振興局農地整備課農業水利係長

１７～３１ 省略

１～１５ 省略

１６ 農林水産部農業振興局農地整備課かんがい排水係長

１７～３１ 省略

（愛媛県立看護専門学校処務規程の一部改正）

第６条 愛媛県立看護専門学校処務規程（平成９年愛媛県訓令第７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（細則）

第６条 この訓令に定めるもののほか、学校の処務に関し必要な事

項は、校長が知事 の承認を得て定める。

（細則）

第６条 この訓令に定めるもののほか、学校の処務に関し必要な事

項は、校長が西条地方局長の承認を得て定める。

（愛媛県立医療技術大学処務規程の一部改正）

第７条 愛媛県立医療技術大学処務規程（平成１６年愛媛県訓令第８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第２（第８条関係）

学長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

別表第２（第８条関係）

学長の権限に属する事務に係る特定決裁事項
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組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分 組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分

学

長

専決者 学

長

専決者

事
務
局
長

学
部
長

課
長

事
務
局
長

学
部
長

課
長

総

務

課

１・２

省略

総

務

課

１・２

省略

３ 公有

財産及

び物品

に関す

る事務

１ 公有財産の管理に関す

ること。

３ 公有

財産及

び物品

に関す

る事務

１ 公有財産の管理に関す

ること。

� 行政財産の貸付け並

びに貸付期間の延長及

び更新

○

� 省略 � 省略

� 省略 � 省略

２・３ 省略 ２・３ 省略

４～６

省略

４～６

省略

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県訓令第１３号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

労働委員会事務局

愛媛県職員被服等貸与規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２１年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県職員被服等貸与規程の一部を改正する訓令

愛媛県職員被服等貸与規程（昭和５４年愛媛県訓令第３７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第２（第２条、第５条関係）

作業服等の貸与基準

別表第２（第２条、第５条関係）

作業服等の貸与基準

貸与対象者 品目 数

量

着

用

期

間

貸

与

期

間

備考 貸与対象者 品目 数

量

着

用

期

間

貸

与

期

間

備考

１～３ 省略 １～３ 省略

４ 自動

車運転

業務に

従事す

る職員

�～� 省略 ４ 自動

車運転

業務に

従事す

る職員

�～� 省略

� 地方局農村整

備課、農林水産

研究所水産研究

センター又は動

物愛護センター

に勤務するもの

省略 � 地方局農村整

備課

又は動

物愛護センター

に勤務するもの

省略

�・� 省略 �・� 省略

５～１４ 省略 ５～１４ 省略
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１５ 児童相談所、婦人相談所

又はえひめ学園に勤務する

職員のうち、調理員の業務

に従事するもの

省略 １５ 児童相談所

又はえひめ学園に勤務する

職員のうち、調理員の業務

に従事するもの

省略

１６～２８ 省略 １６～２８ 省略

２９ 地方局産業振興課地域農

業室又は支局地域農業室に

勤務する職員のうち、ほ場

管理業務に従事するもの

作業服 ２ 年

間

２

年

作業服

（夏）

２ 夏

期

２

年

防寒服 １ 冬

期

３

年

雨がつ

ぱ

１ 年

間

２

年

ゴム長

靴

１ 年

間

２

年

じか足

袋

２ 年

間

２

年

安全眼

鏡

１ 年

間

２

年

３０ 省略 ２９ 省略

３１ 省略 ３０ 省略

３２ 省略 ３１ 省略

３３ 省略 ３２ 省略

３４ 省略 ３３ 省略

３５ 省略 ３４ 省略

３６ 省略 ３５ 省略

３７ 省略 ３６ 省略

３８ 省略 ３７ 省略

３９ 省略 ３８ 省略

４０ 省略 ３９ 省略

４１ 省略 ４０ 省略

４２ 省略 ４１ 省略

４３ 省略 ４２ 省略

４４ 農林水産研究所水産研究

センターに勤務する職員の

うち、水産又は漁業の普及

又は調査の業務に従事する

もの

作業服 ２ 年

間

２

年

作業服

（夏）

２ 夏

期

２

年

防寒服 １ 冬

期

３

年

雨がつ

ぱ

１ 年

間

２

年

ヘルメ

ット

１ 年

間

３

年

ゴム長

靴

１ 年

間

２

年

ゴム水

中長靴

１ 年

間

２

年

安全靴 １ 年

間

３

年

作業靴 １ 年

間

２

年

４５ 省略 ４３ 省略
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４６ 省略 ４４ 省略

４７ 省略 ４５ 省略

４８ 省略 ４６ 省略

４９ 省略 ４７ 省略

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県訓令第１４号
県民環境部

保健福祉部

農林水産部

愛媛県食の安全安心推進班規程を次のように定める。

平成２１年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県食の安全安心推進班規程

（設置）

第１条 食の安全安心に関する施策を総合的に推進するため、保健福祉部に食の安全安心推進班（以下「班」という。）を設置する。

（任務）

第２条 班は、次に掲げる事項を処理する。

� 愛媛県食の安全安心推進条例（平成２０年愛媛県条例第７１号）の規定に基づく食の安全安心に関する施策の策定及び実施並びに関係機

関との連絡調整に関すること。

� その他食の安全安心の推進に関し必要な事項

（組織）

第３条 班は、別表に掲げる職にある者及び保健福祉部健康衛生局薬務衛生課（以下「薬務衛生課」という。）に属する職員のうち保健福

祉部長が指定する者をもって組織する。

（職制）

第４条 班に班長を置き、薬務衛生課技幹の職にある班員をもって充てる。

（職務）

第５条 班長は、上司の命を受け、班員を指揮監督し、班の事務を統轄する。

（庶務）

第６条 班の庶務は、薬務衛生課において処理する。

（雑則）

第７条 この訓令に定めるもののほか、班に関し必要な事項は、班長が定める。

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

別表（第３条関係）

�愛媛県訓令第１５号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

愛媛県児童相談所処務規程等の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２１年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県児童相談所処務規程等の一部を改正する訓令

（愛媛県児童相談所処務規程の一部改正）

第１条 愛媛県児童相談所処務規程（昭和３６年愛媛県訓令第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

１ 保健福祉部健康衛生局薬務衛生課技幹

２ 保健福祉部健康衛生局薬務衛生課技術課長補佐

３ 県民環境部管理局県民生活課生活対策係長

４ 保健福祉部健康衛生局薬務衛生課食品衛生係長

５ 保健福祉部健康衛生局薬務衛生課食肉検査指導係長

６ 農林水産部管理局ブランド戦略課農産物安全係長
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（愛媛県庁事務決裁規程の一部改正）

第２条 愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分 組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分

知

事

専決者 知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

子

育

て

支

援

課

１～８

省略

子

育

て

支

援

課

１～８

省略

９ 児

童福

祉法

の施

行に

関す

る事

務

１～３ 省略 ９ 児

童福

祉法

の施

行に

関す

る事

務

１～３ 省略

４ 小規模住居型児童養育事業

に関すること。

� 事業の開始、変更、廃止

又は休止の届出の受理（第

３４条の３）

○

� 報告の徴収及び立入検査

（第３４条の４第１項）

○

� 事業の制限及び停止の命

令（第３４条の５）

○

５ 省略 ４ 省略

１０～１３

省略

１０～１３

省略

（愛媛県地方局事務決裁規程の一部改正）

第３条 愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

事務の

種 類

事 項 決裁区

分
組

織

事務の

種 類

事 項 決裁区

分

改 正 後 改 正 前

（分掌事務）

第３条 課の分掌事務は、次のとおりとする。

総務課 省略

指導課

�～� 省略

� 児童福祉法第２６条第１項、第２７条、第２７条の２第１項、第２７

条の３、第２８条第１項、第２項及び第４項から第６項まで、第

３０条第３項、第３１条第２項及び第３項 、第３３条並びに第３３

条の４の規定による相談及び措置に関すること。

�の２・�の３ 省略

�の４ 児童福祉法第３３条の６の規定による児童自立生活援助の

実施に関すること。

� 児童福祉法第３３条の７、第３３条の８第１項及び第３３条の９の

規定による請求に関すること。

�～� 省略

判定課 省略

児童保護課 省略

２ 省略

（分掌事務）

第３条 課の分掌事務は、次のとおりとする。

総務課 省略

指導課

�～� 省略

� 児童福祉法第２６条第１項、第２７条、第２７条の２第１項、第２７

条の３、第２８条第１項、第２項及び第４項から第６項まで、第

３０条第３項、第３１条第２項から第４項まで、第３３条並びに第３３

条の４の規定による相談及び措置に関すること。

�の２・�の３ 省略

� 児童福祉法第３３条の６、第３３条の７第１項及び第３３条の８の

規定による請求に関すること。

�～� 省略

判定課 省略

児童保護課 省略

２ 省略

愛 媛 県 報平成２１年４月１日 第２０５２号外３

８９



名 局

長

専決

者

名 局

長

専決

者

部

長

課

長

部

長

課

長

地

域

福

祉

課

１～６ 省

略

地

域

福

祉

課

１～６ 省

略

７ 児童福

祉法の施

行に関す

る事務

１・２ 省略 ７ 児童福

祉法の施

行に関す

る事務

１・２ 省略

３ 児童自立生活援助事業に関する

こと。

３ 児童自立生活援助事業に関する

こと。

�・� 省略 �・� 省略

� 事業の制限及び停止の命令

（第３４条の５）

○ � 事業の制限及び停止の命令

（第３４条の５）

○

４ 一時預かり事業に関すること。

� 事業の開始、変更、廃止又は

休止の届出の受理（第３４条の１１）

○

� 報告の徴収及び立入検査（第

３４条の１３第１項）

○

� 当該職員の証明書の交付（第１８

条の１６第２項、第３４条の１３第２

項）

○

� 措置命令（第３４条の１３第３

項）

○

� 事業の制限及び停止の命令

（第３４条の１３第４項）

○

５ 省略 ４ 省略

６ 省略 ５ 省略

８～２７ 省

略

８～２７ 省

略

備考 省略 備考 省略

（愛媛県地方局処務規程の一部改正）

第４条 愛媛県地方局処務規程（昭和５６年愛媛県訓令第４０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２ 省略

３ 地方局長に委任する事務のうち、健康福祉環境部に関するもの

は、別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～�の２７ 省略

�の２８ 社会福祉法第６９条の規定に基づく国及び県以外の者の第

二種社会福祉事業の開始、変更及び廃止の届出の受理に関する

こと（行う事業が２以上の地方局の所管区域にわたる者に係る

もの（児童福祉法第３４条の７の規定により行うことができる放

課後児童健全育成事業、同法第３４条の１０の規定により行うこと

ができる地域子育て支援拠点事業、身体障害者福祉法第２７条の

規定により行うことができる手話通訳事業、同法第２８条３項の

規定により設置される身体障害者社会参加支援施設、老人福祉

法第１５条第５項の規定により設置される老人福祉センターその

他社会福祉法以外の法律の規定により行うことができる事業又

は設置される施設に係るものを除く。）を除く。）。

� 社会福祉法第７０条の規定に基づく報告の徴収及び立入調査に

関すること（２以上の社会福祉施設を設置する者（市町を除

く。）に係るもの（児童福祉法第３４条の７の規定により行うこ

とができる放課後児童健全育成事業、同法第３４条の１０の規定に

より行うことができる地域子育て支援拠点事業、身体障害者福

祉法第２７条の規定により行うことができる手話通訳事業、同法

第２８条３項の規定により設置される身体障害者社会参加支援施

設並びに老人福祉法第１５条第５項の規定により設置される軽費

老人ホーム及び老人福祉センターに係るものを除く。）を除

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２ 省略

３ 地方局長に委任する事務のうち、健康福祉環境部に関するもの

は、別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～�の２７ 省略

�の２８ 社会福祉法第６９条の規定に基づく国及び県以外の者の第

二種社会福祉事業の開始、変更及び廃止の届出の受理に関する

こと（行う事業が２以上の地方局の所管区域にわたる者に係る

もの（児童福祉法第３４条の７の規定により行うことができる放

課後児童健全育成事業

、身体障害者福祉法第２７条の

規定により行うことができる手話通訳事業、同法第２８条３項の

規定により設置される身体障害者社会参加支援施設、老人福祉

法第１５条第５項の規定により設置される老人福祉センターその

他社会福祉法以外の法律の規定により行うことができる事業又

は設置される施設に係るものを除く。）を除く。）。

� 社会福祉法第７０条の規定に基づく報告の徴収及び立入調査に

関すること（２以上の社会福祉施設を設置する者（市町を除

く。）に係るもの（児童福祉法第３４条の７の規定により行うこ

とができる放課後児童健全育成事業

、身体障害者福

祉法第２７条の規定により行うことができる手話通訳事業、同法

第２８条３項の規定により設置される身体障害者社会参加支援施

設並びに老人福祉法第１５条第５項の規定により設置される軽費

老人ホーム及び老人福祉センターに係るものを除く。）を除
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教育委員会規則

く。）。

�の２ 省略

�の３ 社会福祉法第７２条の規定に基づく社会福祉事業の経営の

停止等の命令並びに許可及び認可の取消しに関すること（行う

事業が２以上の地方局の所管区域にわたる者に係るもの（児童

福祉法第３４条の７の規定により行うことができる放課後児童健

全育成事業、同法第３４条の１０の規定により行うことができる地

域子育て支援拠点事業、身体障害者福祉法第２７条の規定により

行うことができる手話通訳事業、同法第２８条３項の規定により

設置される身体障害者社会参加支援施設、老人福祉法第１５条第

５項の規定により設置される軽費老人ホーム及び老人福祉セン

ター、障害者自立支援法第８３条第４項の規定により設置される

障害者支援施設その他社会福祉法以外の法律の規定により行う

ことができる事業又は設置される施設並びに同法第６２条第１項

の規定による届出がなされた障害者自立支援法附則第４１条第１

項の規定によりなお従前の例により運営をすることができるこ

ととされた同項に規定する身体障害者更生援護施設及び同法附

則第５８条第１項の規定によりなお従前の例により運営をするこ

とができることとされた同項に規定する知的障害者援護施設に

係るものを除く。）を除く。）。

�の４～� 省略

４～６ 省略

く。）。

�の２ 省略

�の３ 社会福祉法第７２条の規定に基づく社会福祉事業の経営の

停止等の命令並びに許可及び認可の取消しに関すること（行う

事業が２以上の地方局の所管区域にわたる者に係るもの（児童

福祉法第３４条の７の規定により行うことができる放課後児童健

全育成事業

、身体障害者福祉法第２７条の規定により

行うことができる手話通訳事業、同法第２８条３項の規定により

設置される身体障害者社会参加支援施設、老人福祉法第１５条第

５項の規定により設置される軽費老人ホーム及び老人福祉セン

ター、障害者自立支援法第８３条第４項の規定により設置される

障害者支援施設その他社会福祉法以外の法律の規定により行う

ことができる事業又は設置される施設並びに同法第６２条第１項

の規定による届出がなされた障害者自立支援法附則第４１条第１

項の規定によりなお従前の例により運営をすることができるこ

ととされた同項に規定する身体障害者更生援護施設及び同法附

則第５８条第１項の規定によりなお従前の例により運営をするこ

とができることとされた同項に規定する知的障害者援護施設に

係るものを除く。）を除く。）。

�の４～� 省略

４～６ 省略

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県教育委員会規則第６号
愛媛県教育委員会事務局組織規則等の一部を改正する等の規則を次のように定める。

平成２１年４月１日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県教育委員会事務局組織規則等の一部を改正する等の規則

（愛媛県教育委員会事務局組織規則の一部改正）

第１条 愛媛県教育委員会事務局組織規則（平成元年愛媛県教育委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（組織）

第２条 事務局に次の表の左欄に掲げる部を置き、これらの部にそれ

ぞれ同表の中欄に掲げる課を置き、これらの課にそれぞれ同表の右

欄に掲げる係を置く。

（組織）

第２条 事務局に次の表の左欄に掲げる部を置き、これらの部にそれ

ぞれ同表の中欄に掲げる課を置き、これらの課にそれぞれ同表の右

欄に掲げる係を置く。

部 課 係 部 課 係

管理部 教育総務課 総務係 予算係 企画調整係 法

令指導係

管理部 教育総務課 総務係 予算係 企画調整係 法

令指導係 福利統計係

生涯学習課 生涯学習推進係 生涯学習調査係

成人教育係 青少年教育係 家庭

教育係 指導係 研究科

生涯学習課 生涯学習推進係 生涯学習調査係

成人教育係 青少年教育係 家庭

教育係

省略 省略

２ 教育総務課に教職員厚生室を置き、同室に健康支援係及び厚生事

業係を置く。

３ 省略

４ 省略

５ 省略

（各課及び室の所掌事務）

２ 省略

３ 省略

４ 省略

（各課及び室の所掌事務）

愛 媛 県 報平成２１年４月１日 第２０５２号外３

９１



第３条 各課及び室の所掌事務は、次のとおりとする。

教育総務課（第１５号から第２１号まで及び第２６号の事務にあって

は、教職員厚生室の所掌とする。）

�～� 省略

� 教育に係る調査及び基幹統計その他の統計に関すること。

� 省略

� 愛媛県教職員健康審査委員会に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

生涯学習課

�～� 省略

� 生涯学習センター、総合科学博物館、歴史文化博物館、県立図

書館 及びえひめ青少年ふれあいセンターに関するこ

と。

� 愛媛人物博物館の運営に関すること。

省略

保健スポーツ課（第３号の事務並びに第５号及び第６号の事務のう

ち競技力向上対策に関する事務にあっては、国民体育大会準備室の

所掌とする。）

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（職）

第７条 法律に特別の定めがあるものを除き、事務局に置かれる職員

の職は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 科長

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 省略

２ 前項第１号から第２１号までの職は事務局職員、同項第２２号から第

２５号までの職はその他の職員をもって充てる。

（必要に応じて置く職員）

第１０条 必要な課及び室に参事、副参事、管理主事、指導主事、社会

教育主事、教育専門員、専門員、専門学芸員、科長、主任及び主任

学芸員を置く。

２～１１ 省略

１２ 科長は、上司の命を受け、科の事務を管理する。

１３ 省略

１４ 省略

（特例）

第１４条 委員会は、この規則の規定にかかわらず、必要があると認め

るときは、この規則で定める組織以外の組織を設け、又は職員を指

定し、若しくは所要の地に駐在させて、事務を処理させることがあ

る。

第３条 各課及び室の所掌事務は、次のとおりとする。

教育総務課

�～� 省略

� 教育に係る調査及び指定統計その他の統計に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 省略

� 省略

� 省略

生涯学習課

�～� 省略

� 生涯学習センター、総合科学博物館、歴史文化博物館、県立図

書館、県立博物館及びえひめ青少年ふれあいセンターに関するこ

と。

省略

保健スポーツ課（第３号の事務並びに第５号及び第６号の事務のう

ち競技力向上対策に関する事務にあっては、国民体育大会準備室の

所掌とする。）

�～� 省略

� 教職員の健康管理に関すること。

� 愛媛県教職員健康審査委員会に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（職）

第７条 法律に特別の定めがあるものを除き、事務局に置かれる職員

の職は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略

２ 前項第１号から第２０号までの職は事務局職員、同項第２１号から第

２４号までの職はその他の職員をもって充てる。

（必要に応じて置く職員）

第１０条 必要な課及び室に参事、副参事、管理主事、指導主事、社会

教育主事、教育専門員、専門員、専門学芸員 、主任及び主任

学芸員を置く。

２～１１ 省略

１２ 省略

１３ 省略

（特例）

第１４条 委員会は、この規則の規定にかかわらず、必要があると認め

るときは、この規則で定める組織以外の組織を設け、又は職員を指

定して 事務を処理させることがあ

る。
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（愛媛県教職員健康審査委員会規則の一部改正）

第２条 愛媛県教職員健康審査委員会規則（昭和３３年愛媛県教育委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（庶務）

第５条 審査会の庶務は、教育総務課教職員厚生室において処理す

る。

（庶務）

第５条 審査会の庶務は、保健スポーツ課 において処理す

る。

（愛媛県総合教育センター管理規則の一部改正）

第３条 愛媛県総合教育センター管理規則（昭和４１年愛媛県教育委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（組織）

第３条 センターに次の課及び部を置く。

� 省略

� 教育開発部

� 相談支援部

２ 課及び部に次の係及び室を置く。

総務課 庶務係

教育開発部 企画開発室、情報教育室（視聴覚センター）、教科教

育室

相談支援部 教育相談室（幼児教育センター）、特別支援教育室

（特別支援教育センター）、教職支援室

（職員の職）

第５条 職員の職は、次のとおりとする。

�・� 省略

� 参事

� 省略

� 省略

� 課長補佐

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 主任主事

� 省略


 省略

� 省略

� 省略

２ 前項第１号から第１３号までの職は事務職員又は技術職員を、第１４

号及び第１５号の職はその他の職員をもつて充てる。

（組織）

第３条 センターに次の課及び部を置く。

� 省略

� 教科教育部

� 科学教育部

� 教育相談部

２ 課及び部に次の係及び室を置く。

総務課 庶務係

教科教育部 教科研究室、教育経営研究室、学習方法研究室（視聴

覚センター）

科学教育部 情報教育研究室、理科研究室、技術・家庭研究室

教育相談部 教育相談研究室、特別支援教育研究室（特別支援教育

センター）、幼児教育研究室（幼児教育センター）

（職員の職）

第５条 職員の職は、次のとおりとする。

�・� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 技師

� 省略

� 省略


 省略

２ 前項第１号から第１１号までの職は事務職員又は技術職員を、第１２

号及び第１３号の職はその他の職員をもつて充てる。

（学校教育法施行細則の一部改正）

第４条 学校教育法施行細則（昭和３１年愛媛県教育委員会規則第２０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

（事故報告）
第１３条 校長は、次の各号のいずれかに該当する事故があつたとき
は、速やかにその旨を教育長に報告しなければならない。
� 省略
� 感染症、食中毒の発生
�～� 省略
（表簿）

第１４条 省略
�～� 省略
� 統計表綴（統計法に基づく基幹統計並びに諸種の業務統計の基
礎資料及び調査票）

�～� 省略
２・３ 省略

（事故報告）
第１３条 校長は、次の各号のいずれかに該当する事故があったとき
は、速やかにその旨を教育長に報告しなければならない。
� 省略
� 伝染病、食中毒の発生
�～� 省略
（表簿）

第１４条 省略
�～� 省略
� 統計表綴（統計法に基づく指定統計並びに諸種の業務統計の基
礎資料及び調査票）

�～� 省略
２・３ 省略

（愛媛県立博物館管理規則の廃止）
第５条 愛媛県立博物館管理規則（昭和３６年愛媛県教育委員会規則第５号）は、廃止する。

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。
２ この規則施行の際、次の表の左欄に掲げる職を命ぜられている者は、別に辞令を発せられない限り、当該右欄に掲げる職を命ぜられた
ものとする。

教育総務課福利統計係長 教育総務課教職員厚生室厚生事業係長

��������������
�愛媛県教育委員会規則第７号
愛媛県県立学校教職員設置規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２１年４月１日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県県立学校教職員設置規則等の一部を改正する規則

（愛媛県県立学校教職員設置規則の一部改正）

第１条 愛媛県県立学校教職員設置規則（昭和３１年愛媛県教育委員会規則第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

第３条 省略

２ 学校栄養職員は、学校給食法（昭和２９年法律第１６０号）第７条

に規定する職務に従事する。

３・４ 省略

別表（第１条の２関係）

第３条 省略

２ 学校栄養職員は、学校給食法（昭和２９年法律第１６０号）第５条の

３に規定する職務に従事する。

３・４ 省略

別表（第１条の２関係）

１ 今治南高等学校大島分校

１ 今治北高等学校大三島分校 ２ 今治北高等学校大三島分校

２ 弓削高等学校 ３ 弓削高等学校

３ 松山南高等学校砥部分校 ４ 松山南高等学校砥部分校

４ 松山北高等学校中島分校 ５ 松山北高等学校中島分校

５ 大洲高等学校肱川分校 ６ 大洲高等学校肱川分校

６ 野村高等学校土居分校 ７ 野村高等学校土居分校

７ 北宇和高等学校日吉分校 ８ 北宇和高等学校日吉分校

９ 第三養護学校日野学園分校

１０ 今治養護学校太陽の家分校

８ 今治特別支援学校新居浜分校 １１ 今治養護学校 新居浜分校

９ 今治特別支援学校東予学園分校 １２ 今治養護学校 東予学園分校

１０ 宇和特別支援学校大洲学園分校 １３ 宇和養護学校 大洲学園分校

１１ 宇和特別支援学校野村学園分校 １４ 宇和養護学校 野村学園分校
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（愛媛県県立高等学校の通学区域に関する規則の一部改正）

第２条 愛媛県県立高等学校の通学区域に関する規則（昭和３８年愛媛県教育委員会規則第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

地

区

高等学校名
通 学 区 域

地

区

高等学校名
通 学 区 域

本校 分校 本校 分校

東
予
地
区

省略 省略 省略

東
予
地
区

省略 省略

大 島

省略

中
予
地
区

省略 省略 省略

中
予
地
区

省略 省略 省略

南
予
地
区

省略 省略

南
予
地
区

省略 省略

（愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則の一部改正）

第３条 愛媛県県立学校の課程、修業年限、学科及び生徒定員等に関する規則（昭和３９年愛媛県教育委員会規則第７号）の一部を次のよう

に改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（特別支援学校）

第４条 特別支援学校が行う教育の対象者並びに同校の部、修業年

限、学科及び生徒定員等は、別表第４に掲げるとおりとする。

別表第４（第４条関係）

（特別支援学校）

第４条 特別支援学校 の部、修業年

限、学科及び生徒定員等は、別表第４に掲げるとおりとする。

別表第４（第４条関係）

学校名 学校が

行う教

育の対

象者

部 修業年限 学科 生徒定

員

学校名 部 修業年限 学科 生徒定

員

松山盲学校 視覚障

害者

省略 松山盲学校 省略

ろう

松山聾学校 聴覚障

害者

省略
ろう

松山聾学校 省略

ろう

宇和聾学校 幼稚部 ２年保育

１年保育

１０

５

小学部 ６年

中学部 ３年

高

等

部

本

科

３年 普通科 ３０

しげのぶ特別

支援学校

肢体不

自由者

及び病

弱者

（身体

虚弱者

を含

む。）

省略 しげのぶ特別

支援学校

省略
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教育委員会訓令

みなら特別支

援学校

知的障

害者

省略 第三養護学校 省略

今治特別支援

学校

知的障

害者

省略 今治養護学校 省略

新居浜分校 知的障

害者

省略 新居浜分校 省略

東予学園分校 知的障

害者

省略 東予学園分校 省略

宇和特別支援

学校

聴覚障

害者

幼稚部 ２年保育

１年保育

１０

５

小学部 ６年

中学部 ３年

高

等

部

本

科

３年 普通科 ３０

知的障

害者

省略 宇和養護学校 省略

大洲学園分校 知的障

害者

省略 大洲学園分校 省略

野村学園分校 知的障

害者

省略 野村学園分校 省略

備考 高等部及び幼稚部の第１学年の入学定員は、生徒定員をそれぞ

れの修業年限で除して得た数とする。ただし、教育長が入学希望

状況及び生徒定員を勘案のうえ、教育的配慮をして定める枠外定

員を加えた員数をもつて、第１学年の入学定員とすることができ

る。

備考

１ 高等部及び幼稚部の第１学年の入学定員は、生徒定員をそれぞれ

の修業年限で除して得た数とする。ただし、教育長が入学希望状況

及び生徒定員を勘案のうえ、教育的配慮をして定める枠外定員を加

えた員数をもつて、第１学年の入学定員とすることができる。

２ 松山盲学校にあつては視覚障害者である幼児、児童又は生徒に対
ろう ろう

する教育を、松山聾学校及び宇和聾学校にあつては聴覚障害者であ

る幼児、児童又は生徒に対する教育を、しげのぶ特別支援学校にあ

つては肢体不自由者及び病弱者（身体虚弱者を含む。）である幼

児、児童又は生徒に対する教育を、第三養護学校、今治養護学校及

び宇和養護学校にあつては知的障害者である児童又は生徒に対する

教育を行う。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県教育委員会訓令第３号
教育委員会事務局

教 育 機 関

愛媛県教育委員会公印規程等の一部を改正する等の訓令を次のように定める。

平成２１年４月１日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県教育委員会公印規程等の一部を改正する等の訓令

（愛媛県教育委員会公印規程の一部改正）

第１条 愛媛県教育委員会公印規程（昭和３６年７月愛媛県教育委員会訓令第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

（公印のひな形及び寸法）

第３条 省略

２ 事務局の課長（室長を含む。）又は地方機関の長（生涯学習セン

ターにあつては、生涯学習課長。以下同じ。）（以下「機関の長」

という。）は、前項の規定にかかわらず、法令に定めるもの及び特

殊の用途に使用するため必要があるものについて、教育総務課長の

承認を受けて特殊の公印（刻印及び焼印を含む。以下「特殊公印」

という。）を作成し、及び使用することができる。

３ 省略

別表２（第３条関係）

第１ 省略

第２ 寸法

（公印のひな形及び寸法）

第３条 省略

２ 事務局の課長（室長を含む。）又は地方機関の長

（以下「機関の長」

という。）は、前項の規定にかかわらず、法令に定めるもの及び特

殊の用途に使用するため必要があるものについて、教育総務課長の

承認を受けて特殊の公印（刻印及び焼印を含む。以下「特殊公印」

という。）を作成し、及び使用することができる。

３ 省略

別表２（第３条関係）

第１ 省略

第２ 寸法

公印の種類 寸法方（ミリメートル） 公印の種類 寸法方（ミリメートル）

職印 省略

副教育長印

省略

省略

職印 省略

教育次長印

省略

省略

省略 省略

（愛媛県総合教育センター処務規程の一部改正）

第２条 愛媛県総合教育センター処務規程（昭和４１年３月愛媛県教育委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（事務分掌）

第１条 愛媛県総合教育センター（以下「センター」という。）の課

及び部の分掌事務は、次のとおりとする。

総務課

庶務係

�～� 省略

� 省略

教育開発部

企画開発室

� 省略

� 他の室の所掌に属さない教育（以下「教科外教育」という。）

の 関係教職員の研修に関すること。

� 教科外教育の専門的、技術的事項の調査 研究に関するこ

と。

� 研修・研究企画調整会に関すること。

� 教育図書、教育資料その他教育情報の収集、整備及び提供に関

すること。

� 教科用図書及び教材教具の収集、整備及び活用等に関するこ

と。

	 各部の調査研究結果の公表に関すること。

� 省略

� 他の教育機関及び教育研究団体との連絡調整に関すること。

（事務分掌）

第１条 愛媛県総合教育センター（以下「センター」という。）の課

及び部の分掌事務は、次のとおりとする。

総務課

庶務係

�～� 省略

� 他の教育機関及び教育研究団体との連絡調整に関すること。


 省略

教科教育部

教科研究室

� 省略

� 理科及び技術・家庭科並びに家庭科以外の教科（以下「教科」

という。） 関係教職員の研修に関すること。

� 教科 の専門的、技術的事項の調査及び研究に関するこ

と。

� 省略

教育経営研究室

� 他の室の所掌に属しない教育（以下「教科外教育」という。）

関係教職員の研修に関すること
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情報教育室 （視聴覚センター）

� 情報教育及び視聴覚教育 の研修に関すること。

� 情報教育及び視聴覚教育 の専門的、技術的事項の調査 研

究に関すること。

� 情報教育及び視聴覚の相談に関すること。

� 教育情報ネットワークに関すること。

� 省略

教科教育室

� 国語、社会、地理歴史、公民、算数、数学、理数、理科、生

活、音楽、図画工作、家庭、美術、芸術、体育、保健体育、技

術・家庭、外国語、情報、農業、工業、商業、水産、看護及び福

祉の各教科（以下「教科」という。）の関係教職員の研修に関す

ること。

� 教科の専門的、技術的事項の調査 研究に関すること。

� 教育資料その他教科の教育実践に係る情報の提供に関するこ

と。

相談支援部

教育相談室（幼児教育センター）

�・� 省略

� 教育相談の専門的、技術的事項の調査 研究に関すること。

� 幼児の教育相談に関すること。

� 幼児教育関係教職員の研修に関すること。

� 幼児教育の専門的、技術的事項の調査研究に関すること。

� 省略

特別支援教育室 （特別支援教育センター）

� 障害のある児童・生徒の教育相談 に関すること。

� 省略

� 特別支援教育の専門的、技術的事項の調査 研究に関するこ

と。

� 教科外教育の専門的、技術的事項の調査及び研究に関するこ

と。

学習方法研究室（視聴覚センター）

� 視聴覚教育その他学習指導の研修に関すること。

� 視聴覚教育その他学習指導の専門的、技術的事項の調査 研

究に関すること。

� 視聴覚の相談に関すること。

� 省略

� 映写会、鑑賞会、展示会等に関すること。

� 教育図書、教育資料その他教育情報の収集及び整備並びに提供

に関すること。

� 教科用図書及び教材教具の収集及び整備並びに活用に関するこ

と。

� 各部の調査及び研究結果の公表に関すること。

科学教育部

情報教育研究室

� 情報教育の研修に関すること。

� 情報教育の専門的、技術的事項の調査及び研究に関すること。

� 情報教育の相談に関すること。

� 教育情報ネットワークに関すること。

理科研究室

� 理科

関係教職員の研修に関す

ること。

� 理科の専門的、技術的事項の調査及び研究に関すること。

� 部内事務の連絡調整に関すること。

技術・家庭研究室

� 技術・家庭科及び家庭科（以下「技術・家庭」という。）関係

教職員の研修に関すること。

� 技術・家庭の専門的、技術的事項の調査及び研究に関するこ

と。

教育相談部

教育相談研究室

�・� 省略

� 教育相談の専門的、技術的事項の調査及び研究に関すること。

� 省略

特別支援教育研究室（特別支援教育センター）

� 障害のある児童・生徒の教育相談及び診断治療に関すること。

� 省略

� 特別支援教育の専門的、技術的事項の調査及び研究に関するこ

と。

幼児教育研究室（幼児教育センター）

� 幼児の教育相談に関すること。

� 幼児教育関係教職員の研修に関すること。

� 幼児教育の専門的、技術的事項の調査及び研究に関すること。
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教職支援室

� 教職員の長期研修に関すること。

� 学習指導等の専門的、技術的事項の調査研究に関すること。

（職務）

第２条 省略

２ 省略

３ 参事及び副参事は、それぞれ愛媛県教育委員会事務局組織規則

（平成元年愛媛県教育委員会規則第５号。以下「組織規則」という。）

第１０条第３項及び第４項に規定する職務に従事する。

４ 課長 は、 組織規則第９条第２項

に規定する職務に従事する。

５ 課長補佐は、課長を補佐し、課長が不在のときは、その職務を代

行する。

６ 専門員は、組織規則第１０条第９項に規定する職務に従事する。

７ 省略

８ 係長及び主任 は、それぞれ組織規則第９条第６項

及び第１０条第１３項 に規定する職務に従事する。

９ 主任主事は、上司の命を受け、事務に従事する。

１０ 主事及び技師は、それぞれ組織規則第１２条第２項に規定する職務

に従事する。

１１ 省略

１２ 省略

（職務）

第２条 省略

２ 省略

３ 副参事は、 愛媛県教育委員会事務局組織規則

（平成元年愛媛県教育委員会規則第５号。以下「組織規則」という。）

第１０条 第４項に規定する職務に従事する。

４ 課長及び専門員は、それぞれ組織規則第９条第２項及び第１０条第

９項に規定する職務に従事する。

５ 省略

６ 係長、 主任、主事及び技師は、それぞれ組織規則第９条第６項、

第１０条第１２項及び第１２条第２項に規定する職務に従事する。

７ 省略

８ 省略

（愛媛県立博物館処務規程の廃止）

第３条 愛媛県立博物館処務規程（昭和３６年１１月愛媛県教育委員会訓令第３号）は、廃止する。

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県教育委員会訓令第４号
教育委員会事務局

教 育 機 関

愛媛県教職員安全衛生管理規程を次のように定める。

平成２１年４月１日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県教職員安全衛生管理規程

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この訓令は、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号。以下「労安法」という。）、労働安全衛生法施行令（昭和４７年政令第３１８号）、

労働安全衛生規則（昭和４７年労働省令第３２号。以下「労安省令」という。）、学校保健安全法（昭和３３年法律第５６号）及び学校保健安全

法施行規則（昭和３３年文部省令第１８号）に定めるもののほか、教職員の職場における安全及び衛生の管理に関し必要な事項を定めるもの

とする。

（定義）

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

� 事務局 愛媛県教育委員会事務局をいう。

� 事務所等 教育事務所、愛媛県総合教育センター（以下「総合教育センター」という。）、愛媛県総合科学博物館、愛媛県歴史文化

博物館、愛媛県美術館及び愛媛県立図書館をいう。

� 教職員 事務局及び事務所等に常時勤務する教職員（臨時職員を含む。）、県立学校に常時勤務する教職員並びにこの訓令を適用す

ることが適当と認められる者で教育長が定めるものをいう。

� 地方機関 事務所等及び県立学校をいう。

� 機関 事務局及び地方機関をいう。ただし、分校のある県立学校にあっては、本校及び分校をそれぞれ一つの機関とする。

（教職員の責務）
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第３条 教職員は、この訓令に基づく安全及び衛生の管理に係る措置に従わなければならない。

第２章 安全衛生管理体制

（総括安全衛生管理者）

第４条 教職員の安全及び衛生の管理に関する業務を総括管理させるため、総括安全衛生管理者を置く。

２ 総括安全衛生管理者が総括管理する業務は、次のとおりとする。

� 教職員の危険又は健康障害を防止するための措置に関すること。

� 教職員の安全又は衛生のための教育の実施に関すること。

� 教職員の健康診断の実施その他健康の保持増進のための措置に関すること。

� 公務災害の原因の調査及び再発防止対策に関すること。

� 前各号に掲げるもののほか、教職員の安全及び衛生に関すること。

３ 総括安全衛生管理者は、副教育長の職にある者をもって充てる。

４ 総括安全衛生管理者が事故その他やむを得ない理由により職務を行うことができないときは、愛媛県教育委員会事務局組織規則（平成

元年愛媛県教育委員会規則第５号）第７条第２号に規定する部長の職にある者のうち教育長があらかじめ指名した者がその職務を代理す

る。

（主任安全衛生管理者）

第５条 総括安全衛生管理者の職務を補助させるため、主任安全衛生管理者を置く。

２ 主任安全衛生管理者は、管理部教育総務課教職員厚生室長の職にある者をもって充てる。

（安全衛生管理者）

第６条 各機関（事務局にあっては、各課（室を含む。））に安全衛生管理者を置く。

２ 安全衛生管理者は、総括安全衛生管理者の指揮を受け、当該機関の教職員の安全及び衛生に関する第４条第２項各号に掲げる業務を行

う。

３ 安全衛生管理者は、当該機関の長の職にある者をもって充てる。ただし、愛媛県県立学校教職員設置規則（昭和３１年愛媛県教育委員会

規則第１９号）別表に掲げる学校にあっては、当該学校の教頭の職にある者をもって充てる。

（衛生管理者）

第７条 事務局、総合教育センターその他常時５０人以上の教職員が勤務する機関に衛生管理者を置く。この場合において、これらの機関に

置く衛生管理者の数は、別表第１の左欄に掲げる常時勤務する教職員数に応じ、同表の右欄に掲げる数とする。

２ 衛生管理者は、安全衛生管理者（事務局にあっては、主任安全衛生管理者）及び産業医の指揮を受け、第４条第２項各号に掲げる業務

のうち衛生に係る技術的事項を管理するとともに、職場等を巡視し、設備、作業方法又は衛生状態に有害のおそれがあるときは、直ちに、

教職員の健康障害を防止するため必要な措置を講じなければならない。

３ 衛生管理者は、事務局にあっては総括安全衛生管理者が事務局職員のうちから、地方機関にあっては当該地方機関の安全衛生管理者が

当該地方機関の教職員のうちから、それぞれ選任する。

４ 地方機関の安全衛生管理者は、衛生管理者を選任したときは、遅滞なく衛生管理者選任報告書（様式第１号）を総括安全衛生管理者に

提出しなければならない。

（産業医）

第８条 機関に産業医を置く。

２ 産業医は、労安省令第１４条第２項に定める要件を備えた者のうちから教育長が委嘱する。

３ 前項に定める者のほか、事務局にあっては、必要に応じ、産業医の指導の下に教職員の健康管理業務を行う医師を委嘱することができ

る。

４ 産業医は、次に掲げる業務で医学に関する専門的知識を必要とするものを行うとともに、職場等を巡視し、作業方法又は衛生状態に有

害のおそれがあるときは、直ちに、職員の健康障害を防止するため必要な措置を講じなければならない。

� 健康診断及び面接指導等（労安法第６６条の８第１項に規定する面接指導及び労安法第６６条の９に規定する必要な措置をいう。以下同

じ。）の実施並びにこれらの結果に基づく教職員の健康を保持するための措置に関すること。

� 作業環境の維持管理に関すること。

� 作業の管理に関すること。

� 前３号に掲げるもののほか、教職員の健康管理に関すること。

� 健康教育、健康相談その他教職員の健康の保持増進を図るための措置に関すること。

� 衛生教育に関すること。

� 教職員の健康障害の原因の調査及び再発防止のための措置に関すること。

５ 産業医は、前項各号に掲げる事項について、総括安全衛生管理者に対して勧告し、又は安全衛生管理者に対して指導し、若しくは助言

することができる。

６ 県立学校にあっては、産業医を教職員健康管理医と称し、当該県立学校の安全衛生管理者が適当な者を選定する。

７ 県立学校の安全衛生管理者は、産業医として適当な者を選定したときは、遅滞なく産業医選定報告書（様式第２号）を総括安全衛生管

理者に提出しなければならない。

愛 媛 県 報平成２１年４月１日 第２０５２号外３

１００



（作業主任者）

第９条 労安法第１４条に規定する労働災害を防止するための管理を必要とする作業（以下「作業」という。）を行う機関に作業主任者を置

く。

２ 作業主任者は、当該機関の長の指揮を受け、次に掲げる業務を行わなければならない。

� 作業に従事する教職員の作業安全上の指揮に関すること。

� 取り扱う機械、薬品等の安全点検及びこれに伴う必要な措置に関すること。

� 安全用具等の使用状況の監視に関すること。

３ 作業主任者は、当該機関の安全衛生管理者が作業に従事する教職員のうちから選任する。

４ 安全衛生管理者は、作業主任者を選任したときは、遅滞なく作業主任者選任報告書（様式第３号）を総括安全衛生管理者に提出しなけ

ればならない。

（安全衛生推進者）

第１０条 各機関（事務局にあっては、各課（室を含む。））に安全衛生推進者を置く。

２ 安全衛生推進者は、安全衛生管理者の指揮を受け、安全及び衛生に係る事務を処理する。

３ 安全衛生推進者は、安全衛生管理者が選任する。

（教育委員会安全衛生委員会）

第１１条 各機関の安全及び衛生に関する事項を総合的に調査審議させるため、愛媛県教育委員会安全衛生委員会（以下「教育委員会安全衛

生委員会」という。）を置く。

２ 教育委員会安全衛生委員会は、次に掲げる事項を調査審議し、教育長に意見を述べることができる。

� 教職員の危険及び健康障害を防止するための基本となるべき対策に関すること。

� 教職員の健康の保持増進を図るための基本となるべき対策に関すること。

� 公務災害の原因及び再発防止対策に関すること。

� 前３号に掲げるもののほか、教職員の安全及び衛生に関する重要事項

３ 教育委員会安全衛生委員会は、委員長及び委員１３人以内をもって組織する。

４ 委員長は、総括安全衛生管理者をもって充てる。

５ 委員は、主任安全衛生管理者をもって充てるほか、次の各号に掲げる者のうちからそれぞれ教育長が指名する。

� 安全衛生管理者

� 衛生管理者

� 産業医

� 安全又は衛生に関し知識経験を有する教職員

６ 教育委員会安全衛生委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集し、委員長が議長となる。

７ 教育委員会安全衛生委員会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開会することができない。

８ 教育委員会安全衛生委員会の庶務は、管理部教育総務課教職員厚生室において処理する。

（事務局衛生委員会）

第１２条 事務局に愛媛県教育委員会事務局衛生委員会（以下「事務局衛生委員会」という。）を置く。

２ 事務局衛生委員会は、事務局における前条第２項各号に掲げる事項のうち衛生に関する事項について調査審議し、総括安全衛生管理者

及び教育委員会安全衛生委員会に対し意見を述べることができる。

３ 事務局衛生委員会は、委員長及び委員７人以内をもって組織する。ただし、委員長が特に必要と認めるときは、委員を増員することが

できる。

４ 委員長は、主任安全衛生管理者をもって充てる。

５ 委員は、産業医をもって充てるほか、次の各号に掲げる者のうちからそれぞれ委員長が指名する。

� 事務局の衛生管理者

� 事務局の教職員で衛生に関し知識又は経験を有するもの

６ 前条第６項から第８項までの規定は、事務局衛生委員会について準用する。

（県立学校衛生委員会）

第１３条 県立学校（分校のある県立学校にあっては、当該県立学校の本校又は分校。以下同じ。）ごとに、県立学校衛生委員会を置く。

２ 県立学校衛生委員会は、当該県立学校における第１１条第２項各号に掲げる事項のうち衛生に関する事項について調査審議し、総括安全

衛生管理者及び教育委員会安全衛生委員会に対し意見を述べることができる。

３ 県立学校衛生委員会は、委員長及び委員７人以内をもって組織する。ただし、委員長が特に必要と認めるときは、委員を増員すること

ができる。

４ 委員長は、当該県立学校の安全衛生管理者をもって充てる。

５ 委員は、当該県立学校の教職員健康管理医をもって充てるほか、次の各号に掲げる者のうちからそれぞれ委員長が指名する。

� 当該県立学校の衛生管理者

� 当該県立学校の教職員で衛生に関し知識又は経験を有するもの
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６ 第１１条第６項及び第７項の規定は、県立学校衛生委員会について準用する。

７ 県立学校衛生委員会の庶務は、当該県立学校において処理する。

（総合教育センター衛生委員会）

第１４条 総合教育センターに愛媛県総合教育センター衛生委員会（以下「総合教育センター衛生委員会」という。）を置く。

２ 総合教育センター衛生委員会は、総合教育センターにおける第１１条第２項各号に掲げる事項のうち衛生に関する事項について調査審議

し、総括安全衛生管理者及び教育委員会安全衛生委員会に対し意見を述べることができる。

３ 総合教育センター衛生委員会は、委員長及び委員７人以内をもって組織する。ただし、委員長が特に必要と認めるときは、委員を増員

することができる。

４ 委員長は、総合教育センターの安全衛生管理者をもって充てる。

５ 委員は、産業医をもって充てるほか、次の各号に掲げる者のうちからそれぞれ委員長が指名する。

� 総合教育センターの衛生管理者

� 総合教育センターの教職員で衛生に関し知識又は経験を有するもの

６ 第１１条第６項及び第７項の規定は、総合教育センター衛生委員会について準用する。

７ 総合教育センター衛生委員会の庶務は、総合教育センターの庶務を担当する課において処理する。

第３章 健康障害等の予防措置

（危険及び健康障害の防止措置等）

第１５条 安全衛生管理者は、この訓令に定めるところに従い、教職員の危険及び健康障害を防止するとともに、快適な執務環境を保持する

ため必要な措置を講じなければならない。

（健康管理）

第１６条 安全衛生管理者及び産業医は、教職員から健康相談を受けたときは、それぞれ連絡協議し、適切な助言又は指導を行わなければな

らない。

２ 安全衛生管理者は、教育委員会が地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第４２条の規定により実施する事業に教職員を参加させるよう

努めなければならない。

（予防措置）

第１７条 総括安全衛生管理者は、伝染性疾患がまん延するおそれがあると認めるときは、予防接種の実施その他適切な措置を講じなければ

ならない。

（健康管理施設）

第１８条 事務局に必要に応じ健康管理施設を置く。

２ 健康管理施設の運営等に関し必要な事項は、教育長が定める。

第４章 健康診断等

（健康診断の実施）

第１９条 健康診断は、別表第２に定めるところにより実施する。

２ 健康診断の実施に関する細部事項は、その都度主任安全衛生管理者が定める。

３ 健康診断は、産業医が行う。ただし、他の医療機関等において行うことが適当と認められるものについては、当該他の医療機関等にお

いて行うことができる。

（受診の義務）

第２０条 教職員は、指定された期日又は期間内に健康診断を受けなければならない。ただし、やむを得ない理由により安全衛生管理者の承

認を受けた場合は、この限りでない。

２ 前項ただし書の規定により、指定された期日又は期間内に健康診断を受けられなかった者は、その理由の消滅後速やかに当該健康診断

を受け、その結果を証明する書類を安全衛生管理者に提出しなければならない。

（健康診断の実施報告）

第２１条 安全衛生管理者は、健康診断を実施したときは、その状況を総括安全衛生管理者に報告しなければならない。

２ 総括安全衛生管理者は、健康診断の実施結果を関係安全衛生管理者に通知しなければならない。

（面接指導等）

第２２条 面接指導等は、教育長が定めるところにより実施する。

第５章 雑則

（秘密の保持）

第２３条 教職員の安全及び衛生の管理に関する業務に従事した者は、その業務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。

（共催）

第２４条 総括安全衛生管理者は、健康診断等の事業を知事、公立学校共済組合等と共催により実施することができる。

（その他）

第２５条 この訓令に定めるもののほか、教職員の安全及び衛生の管理に関し必要な事項は、教育長が定める。

附 則
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１ この訓令は、公布の日から施行する。

２ この訓令施行の際現に各県立学校の教職員安全衛生管理規程の規定により当該県立学校の教職員健康管理医に充てられている者は、第

８条第１項の規定により当該県立学校に置く産業医として委嘱されたものとみなす。

別表第１（第７条関係）

衛生管理者設置基準

常時勤務する職員数 衛生管理者数

５０人以上２００人以下 １人

２０１人以上５００人以下 ２人

５０１人以上１，０００人以下 ３人

別表第２（第１９条関係）

健康診断の種類及び内容

種 類 対象職員 検査項目 実施回数 備 考

一般定期健康診断 全職員 １次検診

問診

体重・視力・聴力・腹囲検査

胸部Ｘ線間接撮影検査

かくたん検査

血圧測定検査

貧血検査

肝機能検査

血中脂質検査

痛風検査

腎機能検査

糖尿病検査

尿検査（糖・蛋白・ウロビリノ

ーゲン・潜血）

心電図検査

その他必要な検査

１年に１回 � 労働安全衛生規則第４４条第２項の

規定に基づき労働大臣が定める基準

（昭和４７年９月労働省告示第９３号）

により、検査項目を省略する場合が

ある。

� 心電図検査の対象職員は、３５歳以

上の者とする。

２次検診

胸部Ｘ線直接撮影検査

胸部Ｘ線断層撮影検査

かくたん検査

眼底検査

その他必要な検査

１年に１回又は２回 ２次検診の対象職員は、前回の検診又

は１次検診の結果、医師が必要と認め

た者（発病のおそれがある者）とする。

特別定期健康診断 有害業務等従事

職員

血液検査

その他必要な検査

１年に２回

振動業務従事職

員

血圧測定

その他必要な検査

１年に１回

深夜業務従事職

員等

血圧測定

その他必要な検査

１年に２回

臨時健康診断 必要な職員 必要な検査 必要であるとき。

採用時健康診断 新規採用職員 必要な検査 採用時に１回 採用のための健康診断書を提出したと

きは、省略することができる。

胃検診 ３５歳以上の職員 胃部Ｘ線撮影検査 １年に１回

その他の健

康診断

（特）人間ドック

検診

４０歳以上の職員 （特）人間ドック実施医療機関の

検査項目による。

１年に１回 受診者を選定して行う。特定健診を兼

ねる。

人間ドック検診 ４０歳未満の職員 人間ドック実施医療機関の検査項

目による。

１年に１回 受診者を選定して行う。

脳ドック検診 ５０歳以上の職員 脳ドック実施医療機関の検査項目

による。

１年に１回 受診者を選定して行う。
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肺がん検診 ４０歳以上の職員 胸部ＣＲ撮影検査 １年に１回

大腸検診 ４０歳以上の職員 便潜血反応検査 １年に１回

超音波検診 ４０歳以上の職員 腹部超音波検査 １年に１回 受診者を選定して行う。

乳がん検診 ４０歳以上の女子

職員

問診、マンモグラフィ等 １年に１回 受診者を選定して行う。

子宮がん検診 ３０歳以上の女子

職員

問診、細胞診 １年に１回 受診者を選定して行う。

ＶＤＴ作業従事者

検診

ＶＤＴ作業従事

職員

１次検診

自覚症状の検査

その他必要な検査

１年に１回 受診者を選定して行う。

２次検診

眼科系の検査

その他必要な検査

１年に１回 ２次検診の対象職員は、１次検診の結

果、医師が必要と認めた者とする。

過重労働者健康診

断

過重労働者 心臓超音波検査等の必要な検査 必要であるとき 産業医による面接の結果、必要と認め

た者とする。

農薬使用業務従事

者検診

農薬使用業務従

事職員

血液検査

その他必要な検査

１年に１回
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様式第１号（第７条関係） 衛生管理者選任報告書
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